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理論・技能・責任の統合に
よる法曹養成

主催：早稲田大学臨床法学教育研究所

日時：2022年5月14日（土）9：00－12：00

開催媒体：リモート会議システム「Zoom」

研究所創立20周年記念シンポジウム

＊本シンポジウムは、司法協会の研究助成を受けて開催いたしました。
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臨床法学教育研究所創立 20 周年記念オンライン・シンポジウム

理論 ・ 技能 ・ 責任の統合による法曹養成

Ⅰ　シンポジウム開催趣旨
… ……………………………………………………………………… 宮川成雄（早稲田大学教授）

Ⅱ　日本の臨床法学教育の今後の展望
… ………………………………………… 米田憲市（臨床法学教育学会理事長・鹿児島大学教授）

Ⅲ　アメリカにおけるロースクール教育の近時の重要な発展
… …… チャールズ・D・ワイセルバーグ（カリフォルニア大学バークレー校ロースクール教授）

Ⅳ　新しい法曹養成プロセスと実務・臨床科目の今後
… ……………………………………………………………………… 内田義厚（早稲田大学教授）

Ⅴ　法学部・法科大学院におけるプロフェッション性の涵養
… …………………………………………………………………… 水野泰孝（早稲田大学准教授）

Ⅵ　弁護士法人早稲田大学リーガル・クリニックの今後の展望
… ……………… 島田陽一（弁護士法人早稲田大学リーガル・クリニック所長・早稲田大学教授）

Ⅵ　早稲田リーガルコモンズ法律事務所による大学と連携した法曹養成のあり方
… ………………………………… 河﨑健一郎（早稲田リーガルコモンズ法律事務所代表弁護士）

Ⅶ　ロースクールと社会貢献
… ……………………………………………………………………… 須網隆夫（早稲田大学教授）

Ⅷ　社会が求める法律家―弁護士の職域拡大
… …………………………………………… 榊原美紀（日本組織内弁護士協会前理事長・弁護士）

Ⅹ　シンポジウム総括と閉会の辞
… ………………………………………… 石田京子（臨床法学教育研究所所長・早稲田大学教授）

（報告者の所属・地位等はシンポジウム開催当時のもの）
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　早稲田大学臨床法学教育研究所は、

2002年４月に設置され、2022年４月に創

立20周年を迎えることができた。これを

記念して、国内外からオンラインでの報告

者・参加者を招くシンポジウムを同年５月

14日に開催した。以下に、今回のシンポ

ジウムの企画趣旨を説明する。

　当研究所は、法科大学院制度のスタート

に２年先駆けて、法科大学院における「理

論と実務の架橋」となるべき教育方法論を

研究し、また実践するために、早稲田大学

総合研究機構を構成するプロジェクト研究

所の一つとして創設された。

　日本の法科大学院を取り巻く環境は、大

きく変化している。とりわけ、2023年度

からは、法科大学院在学中の司法試験受験

が可能となり、この制度を先取りするため

に法科大学院だけではなく、法学部の教育

も一体的に改革するカリキュラム改革が進

行中である。法学部３年早期卒業と法科大

学院の２年既修課程を連携させた、いわゆ

る「３＋２」制度の運用が始まっている。

　当研究所は、この大きな変革の時期に創

立20周年を迎え、法科大学院を中核とす

る法曹養成制度の中で、臨床法学教育が今

後どのような課題に取り組むべきかを検討

するために、これまでの20年の活動を踏

まえた上で、将来に向けた課題を検討する

機会として、このシンポジウムを企画した。

その検討の基本的コンセプトは、法の知識

を専門職として使うことを前提にした教育

のあり方の検討である。法理論の知識、法

を運用する技能、そして知識と技能をより

良き社会の実現のために使う法専門職の責

任を一体として教育することに、どのよう

な課題があるのかである。本シンポジウム

のテーマを、「理論、技能、責任の統合に

よる法曹養成」として設定したのはそのた

めである。

　本シンポジウムは、これまで当研究所の

研究活動に協力いただいてきたアメリカ、

中国、韓国をはじめとする海外の臨床法学

教育の関係者にも報告者、あるいは聴衆と

して参加いただくために、日本語と英語の

同時通訳を利用したオンラインで開催する

こととした。

　第一報告者は、現在、臨床法学教育学会

理事長である米田憲市鹿児島大学教授であ

る。米田氏には、日本における臨床法学教

育が開始された歴史的背景を踏まえて、現

在の臨床法学教育の状況の中で、当研究所

の活動を位置づけると同時に、日本の臨床

法学教育の今後の発展を展望するという趣

旨で、「我が国の臨床法学教育の今後の展

望」という論題で報告いただく。

　第二報告者は、当研究所の発足以来、ほ

ぼ４年に一度、これまで５回の共同シンポ

ジウムを、東京とカリフォルニアで交互に

開催するなど、強い協力関係を築いてきた

カリフォルニア大学バークレー校ロース

∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞

Ⅰ　シンポジウム開催趣旨

早稲田大学大学院法務研究科教授 

宮川　成雄

∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞
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クールのチャールズ・D・ワイセルバーグ

教授に、「アメリカにおけるロースクール

教育の近時の重要な発展」という論題で、

深刻な社会的分断が懸念されているアメリ

カにおいて、ロースクールの学生たちはど

のような教育を求めており、ロースクール

の教員がどのような試みを行っているかを

論じていただく。

　第三報告者は、元裁判官で、現在、早稲

田大学大学院法務研究科教授として、「理

論教育と実務教育の架橋」を担っていただ

いている内田義厚氏から、「新しい法曹養

成プロセスと実務・臨床科目の今後」と題

して報告いただく。報告の中では、「３＋２」

制度のメリットとデメリットを、臨床法学

教育との関連でも議論いただく。

　第四報告は、弁護士であり、現在、早稲

田大学大学院法務研究科准教授の水野泰孝

氏による、「法学部・法科大学院における

プロフェッション性の涵養」と題する報告

である。この報告では、法科大学院で法曹

を育てる上で必須のプロフェッション性と

は何かを検討し、また「３＋２」制度が開

始して、より一層の重要性を持つ法学部教

育と法科大学院教育の連携の中で、早稲田

大学法学部における法曹への導入教育につ

いても検討がなされる。

　第五報告は、弁護士法人早稲田大学リー

ガル・クリニック所長であり、早稲田大学

大学院法務研究科教授である島田陽一氏に

よる「弁護士法人早稲田リーガル・クリニッ

クの今後の展望」である。この報告では、

早稲田大学が法科大学院教育に取り組むた

めに、法科大学院の開設された2004年に

大学名を冠して設置された弁護士法人の法

曹教育の実績を踏まえ、今後の大学附設法

律事務所の将来像が論じられる。

　第六報告は、早稲田大学法科大学院の修

了生を中心に2013年に設立された早稲田

リーガルコモンズ法律事務所の代表弁護士

である河﨑健一郎弁護士による「早稲田

リーガルコモンズ法律事務所による大学と

連携した法曹養成のあり方」と題する報告

である。この報告では、法科大学院を経た

新しい法曹の世代が、法律事務所の将来の

あり方を展望しつつ、現に活動する法律事

務所が大学と連携するなかで、高校生への

法教育の提供も含め、臨床法学教育の拡大

したラーニング・コミュニティ形成につい

て、これまでの早稲田大学法科大学院との

連携実績を踏まえて検討される。

　第七報告は、初代の臨床法学教育研究所

の所長であり、早稲田大学大学院法務研究

科教授である須網隆夫氏による、「ロース

クールと社会貢献」と題する報告である。

この報告は、教育機関である法科大学院が、

なぜ社会貢献活動に取り組むべきなのか、

から論を起こし、法科大学院が育てようと

する法曹という専門職集団のエートスとも

いうべき、支援を求めている人びとに法律

を用いた支援を提供する使命について、東

日本大震災復興支援法務プロジェクトの実

践と、震災復興支援クリニックの教育経験

を踏まえた検討がなされる。

　第七報告は、弁護士であり、2022年３

月まで日本組織内弁護士協会の理事長で

あった榊原美紀氏による、「社会が求める

法律家―弁護士の職域拡大」と題する報告

である。榊原氏は、法曹の多様な活動を検

討するダイバーシティ研究会座長の職にあ

る。インハウス・ローヤー、すなわち組織

内弁護士はその数が急増しているだけでは
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なく、活躍領域は多種多様に拡大している。

これまで、法曹といえば法曹三者という言

葉に表れているように、裁判官、検察官、

および弁護士が、訴訟関連業務を中心とし

て構成する専門職集団という固定したイ

メージが存在してきた。しかし、インハウ

ス・ローヤーが増加することによって、企

業内弁護士の活動する分野は、「法務部門」

に限られず、「コンプライアンス部門」、「知

財部門」、「経営企画」、「内部統制」、「内部

監査」など多岐にわたっている。法科大学

院教育がインハウス・ローヤーとなる人材

の需要に応じた内容となることへの期待が

論じられる。

　シンポジウムの締め括りでは、当研究所

の所長であり、早稲田大学大学院法務研究

科教授の石田京子氏から、閉会の挨拶とし

て、法学部と法科大学院が連携した大学に

おける法曹養成のプロセスの中で、臨床法

学教育が取り組むべき課題として、プロ

フェッション性の涵養への関与、社会貢献

活動への関りのあり方、多様化する法曹の

活動のニーズに応える教育の検討等、今後

の当研究所の取り組むべき方向性と展望が

示される。
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１．はじめに

　本稿では、早稲田大学臨床法学研究所が

創立20周年を迎えられたことに際して、

同研究所が司法制度改革の取組みとともに

始まり、その後、時機を得たテーマ設定に

よるセミナー等の開催とその成果の発信、

それを通じたわが国の臨床法学教育関係者

のネットワークの形成により、わが国の法

学教育、法曹養成に大きな貢献をしてきた

ことに心から敬意を表しつつ、日本におけ

る臨床法学教育の来歴に触れながら、現在

の臨床法学教育の到達点と展望、目標を論

じる。

２．わが国の臨床法学教育の来歴

　司法制度改革を契機として、2004年、

平成16年に始まった新しい法曹養成課程

の下での臨床法学教育の来歴を考えると

き、その背景には、大きく分けて３つの流

れがあったということができる。

　それは、①法と社会の関わりについての

教育的関心であり、その始まりとしての「大

学セツルメント」、②法曹養成における実

務教育の要請との関わりでの「司法修習」、

そして、③アメリカのロー・スクールの教

育カリキュラムの中での「臨床法学教育」

1	 この経緯は、大村敦志『穂積重遠―社会教育と社会事業とを両翼として』ミネルヴァ書房（2013）に詳しい。

についての知見の存在である。

（１）大学セツルメント：臨床法学教育の
嚆矢

　そもそも、わが国の法学教育は、近代化

を目指す社会制度の構築の中で、西欧諸国

から法制度を継受した経緯から、わが国社

会そのものとの齟齬を感じながら法を学ぶ

という環境に置かれていた。こうした中で、

1923年、大正12年の関東大震災の折、末

弘厳太郎博士と穂積重遠博士が中心となっ

て学生達とともに「（東京）帝大セツルメ

ント」を設立し、その活動の一環として、

法律相談活動を展開した1。これを担う「帝

大セツルメント法律相談部」は、①一般の

相談者に法律的知識を与えること、②学生

が之を通して法律の生きた姿を知りうるこ

と（演習）、③裁判所に現れずして斃り去

られて居る諸々の法律問題即ち現行法令の

欠陥を観測すること、を目的としていたと

されている。この活動は、戦争に向かう道

の中で一旦途絶えたものの戦後復興し、

1955年頃、昭和30年頃までには、全国の

法学部でこうした法律相談活動がみられる

ようになり、わが国の戦後の法学の研究・

教育に大きな影響と有為な人材の輩出に実

績を残した。

∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞

Ⅱ　日本の臨床法学教育の今後の展望

臨床法学教育学会理事長

鹿児島大学教授 ・ 司法政策教育研究センター長

米田　憲市

∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞
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　「大学セツルメント」の法律相談活動は、

大学の正規の授業カリキュラムの中で行わ

れたものではなかったが、大学の法学部の

教員が積極的に関わり、様々な社会問題の

現場を目の当たりにしながら法を学ぶこと

が意識されていたという点で、わが国の「臨

床法学教育」の嚆矢であった。そして、そ

の後現在に繋がる、「法と社会の関係」へ

の関心のもとで法を学ぶという、わが国の

法学教育の考え方の大きな潮流のひとつを

形成するものであった。

（２）司法修習：法実務教育の確立
　二つ目の背景は、司法修習制度である。

戦後始まった司法制度改革前までの法曹養

成制度では、司法試験の合格後、司法修習

生として２年間の研修を受ける司法修習と

いう制度が設けられていた。そこでは、大

学における法学教育カリキュラムとは独立

に、司法研修所が設定したもっぱら実務の

修得と法曹キャリアの人間関係を形成する

ことを志向したプログラムの下、研修所で

の座学である集合修習に加えて、長期間各

地の裁判所に配属され、その管轄の裁判所、

検察庁、法律事務所のそれぞれの現場で一

定期間ずつ研修を受ける実務修習で構成さ

れる制度となった。

　実務の現場での実習が多くを占める司法

修習は、大学の理論的な法学教育を中心に

置く取組みとは異なる、訴訟実務を志向す

る独自の教育内容と体制を確立して展開さ

れてきた。

（３）海外の臨床法学教育の実践例：特にア
メリカのロー・スクールの臨床法学教育

　三つ目は、アメリカのロー・スクールに

おける臨床法学教育の実践例の知見であ

る。現在の日本の法曹養成制度の中核とし

ての法科大学院制度は、基本的にアメリカ

のロー・スクール制度を参考にしたもので

あることは周知の事実である。その検討過

程の中で、アメリカのロー・スクールでの

留学経験や教育経験を持つ大学教員などか

ら、アメリカ法曹協会（ＡＢＡ）の認証基

準において、臨床法学教育が必須事項とさ

れていることや、moot courtの取組みや特

定の社会問題に特化したクリニックの展開

など、アメリカのロー・スクールでの臨床

法学教育についての情報提供や情報発信が

盛んに行われた

３．司法制度改革後の臨床法学教育
の制度化

　こうした背景の下、2004年、平成16年

の法科大学院の開設とそこで求められるカ

リキュラムの一部に、法科大学院教育全体

の基本コンセプトのひとつである「理論と

実務の架橋」の中心を担うものとして「法

律実務基礎科目群」が設けられたことは画

期的なことであった。

　この法律実務基礎科目群は、認証評価に

おいて10単位が必修とされており、「法曹

倫理」、民事・刑事の「訴訟実務の基礎」

とあわせ、「模擬裁判」「エクスターンシッ

プ」「リーガル・クリニック」「法律相談」「ロ

イヤリング」「交渉」等の名称の科目が設

けられて、臨床法学教育が法科大学院に共

通する「制度」として位置付けられた。そ

こでは、それまでの司法修習の一部を法科

大学院のカリキュラムの中で行うととも

に、大学セツルメントに共通する「法と社

会」の関係に直面しながら法を学ぶという
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コンセプトの科目や、アメリカのロー・ス

クールでの臨床科目のあり方をモデルとし

た取組みが構想され、法科大学院教育が開

始された。早稲田大学のような様々な社会

問題にテーマを絞ったクリニックを用意す

る大学や、大学内に法律事務所を設けて実

習の場とする取り組み、弁護士が少ない地

域での実習に取り組む大学が現れたほか、

弁護士会の協力の下で複数の大学が共同し

てカリキュラムを展開する事例が現れるな

ど、様々な取り組みが行われた。

　そして、臨床法学教育を啓発する組織の

活動も見られ、2002年、平成14年から、

この早稲田大学臨床法学教育研究所の先行

的取組みが開始されており、2004年に設

立された法科大学院協会においては「臨床

系教育等検討委員会」が設けられた。さら

に、こうした動向の下で、個別の大学の取

組みを超えるものとして、臨床法学教育学

会や、名古屋大学を中心とするPSIM（サ

イム）・コンソーシアムなどが設立される

など、臨床法学教育科目の実施方法を研究

の対象とする組織や学会、現場を支援する

大学横断の組織や議論の場が設けられ、リ

カレント教育への取組みも行われるように

なった。

　それらの活動は、司法修習の視野が現行

の法律実務の範囲に止まるのに対し、多角

的な視点で法実務や教育にアプローチする

ものであり、アメリカ他の諸外国の臨床法

学教育の取組みや、医学教育、心理学、教

育学、社会学、言語学などの成果を参照し、

また、それはＩＣＴを用いた実務や教育技

2	 これらの経緯は、米田憲市「臨床法学教育運動の目標としての『法曹養成基本法』」臨床法学教育学会編『法曹養成と
臨床法学14』日本加除出版（2022）１頁以下参照。

法にも及んでおり、法曹養成課程や法学教

育だけではなく、法律実務や法曹のあり方

を革新する運動の場として機能することに

特徴があるといえるものとなっている。

４．法科大学院制度の変貌と将来の
課題

　このように、日本においては、司法制度

改革後、臨床法学教育が教育制度の一部と

して位置付けられ、様々な取り組みが行わ

れるようになって、その発展は確実なもの

であった。しかし、法曹養成の現場では、

臨床法学教育にとって必ずしもよい状況が

続いているわけではない。

　たとえば、法科大学院への進学者の減少

傾向により、臨床法学教育に積極的に取り

組んでいた法科大学院が廃止され、臨床法

学教育に多様性が失われたことが挙げられ

る。また、法科大学院の組織そのものも、

将来の法曹である学生達も、司法試験に向

けた試験対策に教育や学修の視野が狭まる

傾向が強まり、「臨床法学教育科目」の履

修者が減少したことも指摘しなければなら

ない。さらに、共通到達度確認試験が設け

られるなど、教育における試験の要素が厚

くなり、法令上も、大学の役割として司法

試験に向けた教育を手厚くする方向での改

正が行われたことは、注記しておくべきこ

とである2。

　このような試験対策に追われる学びは、

過去の知恵の学びであり、それも試験とい

う方法で問えることの学びに止まり、これ

からの社会を支える法曹養成には相応しく
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ないと言うことは、法科大学院制度を開始

したときの教訓であったはずである。

　現在、日本社会では、「働き方改革」、「持

続 可 能 な 開 発 目 標（SDGs）」 の 達 成、

「Society5.0」という社会像にむけたデジ

タル・トランス・フォーメーション（ＤＸ）

の実現に向けた取り組みが進められ、コロ

ナ禍における日本社会の価値変容が起こっ

ている。さらに、国際情勢ではウクライナ

におけるロシアの「力による現状変更」に

よる戦禍の影響など、これまでにないス

ピードで大きな変化が続いている。

　来るべき社会で「法の支配」を継続的に

実現するためには、その責務を担う法曹を

養成するプロセスにおいて、専門職として

の責任感や倫理観を醸成する環境が必要で

あることは言うまでもない。そこでは、実

務の現場で直面する問題から気付きを得た

り、実際の事件と類似する状況から感受性

を培い、法律問題や自らの振る舞いの理論

的な説明を模索・検討する力が涵養されな

ければならない。

　「理論・技能・責任」の統合による法曹

養成という基本コンセプトは、現段階での

わが国の臨床法学教育の取り組みの結晶と

してのコンセプトであり、改めて臨床法学

教育の充実を期せねばならない我々の共通

の認識として、さらに深めるべきものであ

る。

　この早稲田大学臨床法学研究所設立20

周年を契機とする到達点の確認作業から、

あらためて少しでも多くの学びを共有する

ことはもちろん、日々の臨床法学教育の改

善とさらに法制度を視野に入れた運動とし

て、さらに厚い層をなすように取り組むこ

とが必要であると思われる。



10

序論

　本日のこの意義深いシンポジウムを開催

してくださった早稲田大学臨床法学教育研

究所および研究所のリーダーの皆さんに感

謝申し上げたい。この研究所の創設以来

20年間の法学教育、とりわけ臨床法学教

育への大きな貢献に感謝する。私がアメリ

カにおける法学教育の再構築に悩むとき、

皆さんの挑戦と著しい勇気に思いを馳せ

る。宮川成雄教授をはじめとする関係する

先生方、そして研究所がどれだけの時間と

情熱をかけて、臨床法学教育の推進のため

に、強い逆風に直面してもなお、日本の法

学教育を改革するべく活動してきたか、畏

怖の念を抱いている。

　本稿は、アメリカのロースクール教育の

３つの特徴に焦点をあてたものである。ア

メリカのロースクールの概観に始まり、

2007年から2009年にかけてみられた世界

金融危機（Great Recession）に続く入学

の状況、そして、政治的分断と社会運動と

の関係を検討する。これらはそれぞれが無

関係なようにみえるが、実際には近時の

ロースクールの発展に影響している。次に、

本稿は人種や不平等に対するロースクール

制度による精彩を欠いた関与に言及する。

本稿は、学生が社会問題に関与する機会を

より多く求めるがゆえに、アメリカのロー

スクールにおける臨床教育が継続的な成長

を遂げていることを主張する。アメリカの

臨床法学教育において最も著しい近年の発

展は、まさに学生たちである。より多くの

学生がロースクールに入学し、法的、政治

的、そして社会的な改革を成し遂げるため

の道具として、彼らは法学を用いようとし

てきた。彼らこそが、法学教育を変える最

大の立役者といえよう。

近時の発展

１．ロースクール、政治、そして社会運動
　ロースクールを現在取り巻く状況を整理

することから始めよう。アメリカの法学教

育の基本的な枠組みは、何十年も変わって

いない。法学教育の改革への取り組みは、

第一にアメリカ法曹協会（American Bar 

Association 、ABA）、そしてこれに続く形

でアメリカ法科大学院協会（Association 

of American Law Schools、AALS）によっ

て行われてきた。ABAはアメリカのロース

∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞

Ⅲ　アメリカにおけるロースクール教育の近時の重要な発展

カリフォルニア大学バークレー校ロースクール教授 

チャールズ ・ D ・ ワイセルバーグ
＊

 

訳 ： 駿河台大学法学部講師 

宮下摩維子

∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞

＊	 Yosef Osheawich Professor of Law and Director, Sho Sato Program in Japanese and U.S. Law,University of California, 
Berkeley.
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クールがJ.D.（Juris Doctor、法務博士）の

学位を授与するに際して重要な機関であ

る1。AALSはロースクールが構成する組織

の一つであって、カリキュラムの決定と教

員集団の発展という点ではおそらく最も大

きな影響力を有する。学生は、３年間フル

タイムで勉強をするか、もしくは、４年か

それ以上の年月をかけてパートタイムで勉

強するかのいずれかの方法で、J.D.の学位

を取得するのが一般的である。アメリカの

各州では、いわゆる「ディプロマ特権

（diploma privilege）」（訳注：ロースクール

修了だけで当該州の弁護士登録が認められ

る制度）を実施する２つの州2を除いて、

法実務を行うにあたっては、司法試験に合

格することが卒業生に求められている。

ABA認定のロースクールのJ.D.の学位を有

する者は、アメリカのどの州でも司法試験

を受験することができるため、ABAが法学

教育を支配しているということができる。

学生の入学状況とロースクールのカリキュ

ラムの傾向を検討することにより、アメリ

カの法学教育のいくつかの発展を見出すこ

とができる。

　2007年から2009年の世界金融危機以前

の何十年かの間、新しいロースクールが設

立され、J.D.課程への入学者は飛躍した。

入学する学生者数は、世界金融危機の最中

でさえも増加し続けた。学生は労働市場が

縮小していくなかでロースクールを安全な

1	 法学教育および弁護士登録に関するABA協議会（The Council of the ABA’s Section of Legal Education and Admissions 
to the Bar）は、米国教育省（The U.S. Department of Education）によりロースクール認証機関として認定されている。
たしかに、カリフォルニア州のような一部の州では、ロースクール（の設立）を認可したり、ABAが認証していないロー
スクールの卒業生にも司法試験を受験することを認めている。しかし、ABAが最も重要なロースクール認証機関である。

2	 ディプロマ特権はウィスコンシン州とニューハンプシャー州で認められている。ただし、attorney examination、すな
わち、ディプロマ特権で弁護士登録された者が、他の州で実務に従事するための試験やその免除に関しては、多岐に
わたる規律がある。

避難先と認識していたからである。しかし、

法曹市場もまた縮小傾向をむかえたため、

入学者数は減少し、いくつかのロースクー

ルは閉鎖へと追い込まれた。下記の表１は

2010年にJ.D.課程への初年度入学者が

52,488人に達したことを示す。2020年に

は、初年度入学者は38,202人にまで落ち

込み、2010年との比較では27％減少して

いる。昨年（2021年）は、初年度入学者

は42,718人にまで上昇し、40年前の1981

年とほぼ同程度の数字となった。なお、ロー

スクールは24校増加している。2021年の

入学者の増加傾向は、どのロースクールに

も同様の傾向がみられるわけではなく、全

体の22％のロースクールでは初年度入学

者数は減少し続けている（ABA 2021a.参

照）。

表１　ABA認定ロースクールにおける
J.D.課程への初年度入学者数

年度 ロースクールの数 初年度入学者数
1971 147 36,171
1981 172 42,521
2007 198 49,082
2010 200 52,488
2020 197 38,202
2021 196 42,718

出典：ABA 2013; ABA 2020; ABA 2021a.

　ロースクール卒業生の司法試験の合格率

と就職率もまた、上昇傾向にある。2019
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年度の卒業生のうち91％以上が卒業から

２年以内に法曹資格を獲得している（ABA 

2022aⅰ参照）。2021年度の卒業生で一度

目の受験で法曹認定を目指す者のうち

80％が、司法試験に合格するか、ディプ

ロマ特権によって認定されるかしている

（ABA 2022c）。2021年度の卒業生のうち

86％が、J.D.の学位を必要とする、もしく

は学位を有することが好ましいとされる職

に就いている（ABA 2022b）。

　こうしたデータを見た大学当局は、近年

のアメリカの法学教育として、ロースクー

ルが世界金融危機以降大きく回復してい

る、もしくは少なくとも安定していること

は最も評価すべきことであって、そうであ

るならばロースクールは従来と同様のカリ

キュラムを教え続ければよいのだと結論付

けるかもしれない。ロースクールは、研究

科長と教授陣によって運営されており、変

革への抵抗が強いことには悪評がある。し

かし、ロースクールは社会運動、政治運動、

そしてもっと言えば、世界から隔離されて

いるわけではない。他の変革は進み続けて

おり、ロースクールもまたこうした変化を

無視することはできないのである。

　そもそも、アメリカは政治的にボロボロ

である。対立する政党とその支持者の間に

妥協点はほとんど存在しない。多くのアメ

リカ人はバイデン大統領が2020年の大統

領選挙で不正をして当選したという誤信に

囚われている。アメリカという国家は

2021年１月６日の連邦議会議事堂襲撃事

件を辛うじて切り抜けたに過ぎない。三権

の統治部門は機能不全であるようにみえ

る。議会は党派対立が深まり、重要な法案

を通過させることもできない。立法議案を

進めることができないために、行政府の一

部は大きく凍結状態になっている。司法府

はその正当性の多くを失ってしまってい

る。アメリカ合衆国連邦最高裁判所に対す

る信頼は、50年前に人工妊娠中絶権を憲

法上の権利としたRoe v. Wade判決を覆して

以来は特に、歴史に刻まれるほどに低い。

　明らかに、社会運動はアメリカを変えつ

つある。人種差別問題はこれまでも常にア

メリカの癌であったが、人種と不平等への

意識はより大きくなっているように見受け

られる。こうした意識は、ジョージ・フロ

イド氏、ブリオナ・テイラー氏、フレディ・

グレイ氏等の警察による殺人事件をはじめ

として、あまりにも多くの警察による暴力

事例が広く報じられたことによって高めら

れたものである。新型コロナウィルスの流

行はこうした雇用問題や住宅問題を含む不

平等を悪化させ、露呈させてきた。また、

性的暴行の被害者の経験への理解の深まり

も手伝って、ジェンダーと不平等への意識

も高まっている。

　政治的分断と社会運動は多くの学生を

ロースクールへと導いてきた。彼らは変革

のための道具として法学を利用したいと

思っている。入学者数の増加がアメリカの

ロースクールを経済危機から引き戻す一方

で、今日の学生は10年前の学生たちとは大

きく異なっている。AALSの会長である

Erwin Chemerinskyカリフォルニア大学バー

クレー校ロースクール研究科長は「私は40

年以上もの間、教鞭をとってきたが、自分

の学生たちがこんなにも失望しているのを

これまで見たことはない。彼らは政府の諸

機関が信念を失ってしまった国家を目撃し

ているのだ。」と述べている（Chemerinsky 
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2022）。学生たちは既存の諸制度の現状に

失望している一方で、それらを立て直すこ

とに意欲的であると私は考えている。こうし

た学生は法学教育とアメリカ社会を変える

原動力であり、今後もそうありつづけるだ

ろう。彼らは変革を求めている。そして、

待たされたくはないのである。

２．ロースクール体制による人種と不平等
への関与

　今日の学生は、現実の社会から乖離した

法的な概念だけを与えられても、満足しな

いだろう。彼らは法理論を教えるばかりで、

人種、ジェンダー、民族が複合する問題と

不平等には関与せず、言及しようともしな

い授業を受け入れることはないだろう。こ

こ数年ロースクールの学生たちを指導して

きた個人的な経験からいえば、学生たちは

単に他者との関係を「否定（cancel）」し

ようとしたり、「政治的に正しい（politically 

correct）」ふりをしたりしようとしている

わけではない。むしろ、深く、他者を尊敬

する、そして困難な対話を切望している。

彼らは、こうした議論をする能力のある教

授陣と学友を望んでいるのだ。私のロース

クールでは、多くの（とはいえ、全員では

ないが）教授陣は、そうした対話を意図的

にかつ有能に授業内に取り入れようとする

努力を継続している。

　学生と多くの個々の教員が、法と不平等

についてより教え、また考えようと意欲的

に動く一方で、教育機関は変化に抵抗を示

している。こうした強い社会運動や学生か

3	 この低い基準さえ、伝統的なロースクール教員数名からは「新基準は法学の能力とは無関係で、したがって教授が自
身の講義で何をどう教えるかを決定する権利と義務への侵害行為」であるとして、抵抗を受けた。（Ackerman, et al. 
2021: 3）.

らの要望に直面して、ABAは何もしないわ

けにはいかなかった。そこで、ABAは形だ

け何かをすることにしたのだと私は思って

いる。

　2022年２月、ABAはロースクールに対

し、（１）法学教育の開始段階、および（２）

卒業前に少なくとも１回、ロースクールの

学生に「偏見、異文化との共生力、人種差

別についての教育を提供する」ように認定

基準を変更した（ABA 2022d: Standard 

303（c））。リーガル・クリニックやエク

スターンシップ（訳注：原文にある「field 

placement」につき、日本ではより広く用

いられている「エクスターンシップ」を訳

語とする。）を行う学生にとって、「第二の

教育の機会は、臨床教育科目の履修前か、

同時か、もしくはその一部として行われる」

（Ibid.）とされる。こうした変更は、事実

上全ての講義、そして無論、臨床教育のク

リニックやエクスターンシップにおいて、

差別や人種問題について議論を行うことを

求めるものであると考える人もいるかもし

れない。しかし、ABA自身の解釈によれば、

新入生のための説明会や時折の講義で、「実

質的な活動（substantial activity）」（ABA 

2022d: Interpretation 303-7）と認める程

度のものでも、この新基準は充足すること

ができる。ABAはこの点について積極的に

取り組んでいるように見せたいだけであっ

て、容易に満たすことのできる基準しか制

定しなかったのだ3。

　ABAの新基準がそれ自体としてはアメリ

カの法学教育の目覚ましい発展の成果では
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ないとしても、変化しつつあることにかわ

りはない。私は、その変化は現実社会とそ

の社会の抱える混沌とした問題により多く

関与する機会を求める学生たちによって、

もたらされるであろうと信じている。この

ことは、本稿の最終章、経験に基づく教育

の発展につながっていく。ロースクールの

リーガル・クリニックとエクスターンシッ

プは、こうした積極的な関与を提供し、学

生は実際のクライアントと接する機会をよ

り多く求め続けている。

３．ロースクールと臨床教育
　臨床教育（訳注：アメリカでは、2010

年前後から、「clinical education」と互換

的に「experiential education」が用いられ

ており、本講演の原文でも「experiential 

education」が用いられるが、本稿では日

本で定着した訳語である「臨床教育」を用

いる。）とは、実際のクライアントの事件、

あるいは現実を模した事例を用いて、実践

をとおして教育する方法である。この教育

方法は、アメリカの法学教育では決して目

新しいものではない。アメリカのロース

クールが現実のクライアントの抱える事件

を用いて学ぶ機会を増やし、より多くの学

生がリーガル・クリニックやエクスターン

シップで代理行為を提供してきたことは大

きな特徴のひとつである。

　アメリカの伝統的な法学教育において

は、法の実際の実務よりも、法理論や法原

理ばかりを重視していることが、繰り返し

批判されてきた。ABAが、ロースクールは

専門職としての技能を身に着けるための教

育をしなければならないと義務付けるの

は、1973年を待たねばならなかった（Joy 

2018: 566）。2005年になるとABAは認定

基準を変更し、学生は専門職としての技能

を身に着ける「実質的な教育」を受けなけ

ればならないとした（ABA 2005: Standard 

302（a）（４））が、ABAはのちに最低限１

単位のみでこの基準を満たすことができる

ことを明らかにした（ABA 2010: 155-

56）。ABAは専門職教育の発展に消極的で

あり、州の法曹協会が主導権を握ってきた。

　主要なロースクールの認証を行うのは州

の法曹協会ではなくABAだが、各州で弁護

士資格を認定するのは州の法曹協会であ

る。2013年６月、カリフォルニア法曹協

会特別委員会は、弁護士資格を付与するた

めの能力要件として、実務経験に基づく臨

床教育を最低でも15単位取得することを

推奨した。これは、ロースクール在籍中に

取得してもよいし、研修期間中に取得して

もよい。おそらくはカリフォルニア法曹協

会の影響を受け、2013年９月、ABAは最

低でも６単位の実務経験の授業単位を取得

することを求める認定基準の草案を発表し

た。６単位というのはJ.D.の学位取得に必

要な総単位数の７％にしかならない。

2014年、ABAは６単位要件を採用し、こ

の新基準は2016年秋のロースクール入学

者から適用されることとなった（Weisselberg 

2019: 169-171; ABA 2015: Standard 303

（a）（３））。2014年後半、カリフォルニア

法曹協会特別委員会は最終報告書を発表

し、15単位要件にこだわりつつも、ABA

の新基準と整合性が取れるよう要件を変更

した。他で議論されたように理由は多くあ

るが、カリフォルニアは15単位要件を課
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さなかった4（Weisselberg 2019: 171-174）。

　私はかつて別稿において、ABAが６単位

要件のような重要な変更を行うかどうかす

ら疑わしいと述べた。喜ばしいことに、私

は間違っていた。応用法学教育研究セン

ター（The Center for the Study of Applied 

Legal Education）はアメリカのロースクー

ルに関する調査を３年ごとに実施してお

り、臨床プログラムの発展を追跡調査して

いる。2019年度の同センターの調査によ

れば、66％のロースクールがABAの６単

位の臨床教育要件の採択を受けて、少なく

とも何等かのカリキュラム変更を行ったと

報告されている。47％のロースクールが

新たにリーガル・クリニックや実務体験の

授業を加えた。現行のプログラムを拡大し

たり、以前は臨床教育的でなかった授業を

臨床教育的に構成しなおしたり、臨床教育

的要素を発展させて臨床教育的ではない授

業と統合したり、法学研究と論文執筆の授

業を臨床法学的に作り変えたりするといっ

4	 2015年、ニューヨークも司法試験受験資格を変更し、卒業生が専門職としての基礎的能力と法曹倫理に必要不可欠な
学習をし、その内容が一定レベルを満たすことを要件とした（Weisselberg 2019: 174-175）。これに伴い、コロンビ
ア大学やニューヨーク大学は単純に、ABAの６単位要件を満たし、ほかの必修の授業を履修した学生について基礎的
な能力があると認定するようになった（Columbia 2022; NYU 2022）。ブルックリンロースクールははより単純な方
法を採用したが、実務体験の６単位のうち少なくとも１単位はリーガル・クリニックかエクスターンシップで取得し
なければならないとしている（Brooklyn 2022）。

た改革も、こうした変更に含まれている

（Kuehn et al. 2019: 24, Table 20）。総じ

て、ロースクールはABAの新基準を受け入

れて臨床教育の機会を増やしているようで

あって、非常に好ましい。

　同センターの調査結果は、リーガル・ク

リニックやエクスターンシップという実際

のクライアントを通じて実務経験を行う授

業に参加する学生数が、増加し続けている

ことを示す。調査対象のロースクールは、

卒業前にリーガル・クリニックやエクス

ターンシップに参加するJ.D.課程の学生の

割合を示している。以下の表２は、過去３

年ごとに実施された調査から報告された割

合の中央値を集めたものである。

　上述のデータが示すように、卒業生のう

ち臨床教育、すなわちリーガル・クリニッ

クとエクスターンシップのいずれかの実習

経験がある者の割合の中央値は85％にま

で上昇している。少なくとも2011年以降、

リーガル・クリニックは安定的に増加して

表２　クリニックや実務体験への参加者の中央値

調査年度 リーガル・クリニック

の参加率の中央値

エクスターンシップの

参加率の中央値

リーガル・クリニック、もしく

はエクスターンシップのいずれ

か一方の参加率の中央値
2010-11 31-35% 31-35% 算定不可
2013-14 41-45% 51-55% 71-75%
2016-17 46-50% 51-55% 76-80%
2019-20 50% 50% 85%

出典：Kuehn et al. 2019: 13-15; Kuehn et al. 2016: 12.
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いる。それ以上に、より多くのロースクー

ルで、リーガル・クリニックとエクスター

ンシップを希望する学生が、希望しない学

生の割合（７-10%）と比較して、増大し

ている（46もしくは47%）ことが報告さ

れた（Kuehn et al. 2019: 16-17, Tables 11 …

and 12）。

　私の見解では、臨床教育の継続的成長は、

法学教育において著しい発展である。学生

はABAの６単位要件をシミュレーション型

授業を受講するだけで満たすことができ

た。リーガル・クリニックとエクスターン

シップに参加する学生が増加していること

は、リーガル・クリニックとエクスターン

シップによってよりよい学習が可能になる

という学生の意識に影響を及ぼしているの

かもしれない。しかし、リーガル・クリニッ

クとエクスターンシップは一般的には、弁

護士を雇う金銭的余裕のない人々の代理を

したり、もしくは社会正義を推進しようと

したりするものである。政治的、社会的変

革を求める今日の学生はこうした機会に魅

了されているのではないかと推測してい

る。

結語

　話をはじめに戻そう。近年のアメリカの

法学教育の最も著しい発展は学生たち自身

であると私は信じている。彼らは変化を推

し進めていくだろう。ロースクールはより

多くの学生が入学することを喜んでいる。

しかし、ロースクールに進学して我々の大

学組織と社会を変革しようとする学生は、

法理論と法原理に限定した、現実社会を汲

み取らない法学教育を受け入れないだろ

う。今日の学生にとって、法学とロースクー

ルは人種、ジェンダー、不平等に携わらな

ければならないし、我々の崩壊した大学組

織を立て直さなければならない。学生たち

は、法学の世界が変化することを推し進め

るであろうし、これは好ましい発展である。
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第１．はじめに

　2022年度は、日本における法曹養成プ

ロセスの大きな転換点になる年である。す

なわち、法学部入学後３年後から法科大学

院に入学することが可能になり、また、法

科大学院の課程修了後に司法試験を受験

し、合格後に司法修習生として採用されて

司法修習を受けるという制度から、法科大

学院在学中、具体的には、法律学の既修者

として法科大学院に入学した者が所定の単

位を取得すれば、入学から約１年後に司法

試験が受験でき、合格した場合は法科大学

院の課程が修了したことを条件に司法修習

生に採用されるという制度への転換であ

る。そして、この新たなシステムの適用を

受ける学生が、2022年４月から法科大学

院に入学し、新たな制度がスタートした。

そこで本報告では、まず、かかる変革に伴

うカリキュラム変革の概要及び、それが実

務・臨床科目教育にどのような影響を与え

るか、そのメリット・デメリットを整理・

検討し、それを踏まえて、今後のあるべき

姿について報告者の見解を明らかにするこ

ととしたい。なお、報告者は早稲田大学の

法科大学院に属する教員であるが、この報

告で意見として述べることは、あくまで報

1	 ３年次で学部を卒業せず、４年で学部卒業した後に法科大学院に入学することも可能。
2	 法学未修者の就学期間は３年である。以下では、既修入学者１年目を「２年次」、２年目を「３年次」とする。
3	 司法修習期間は１年である。したがって、大学入学時から最短で６年間で法曹資格を取得することが可能になる。

告者個人の見解であり、早稲田大学法科大

学院の考え方とは無関係であることを最初

にお断りしておきたい。

第２．新制度による法曹養成プロセス

１．法曹コース及び法科大学院による「３
＋２」システム

　法曹を目指す学生は、大学の法学部に進

学した場合、そこに設置された「法曹コー

ス（課程）」を選択し、最短で学部３年修

了時に学部及び法曹コースを卒業し1、更に

試験などを経て法科大学院に入学する。そ

して、法科大学院入学時に既修者認定を受

けた場合は、法科大学院で２年間学修する

こととなるが2、その２年目在学中（７月）

に、受験のために必要とされる単位を取得

すれば、司法試験を受験することが可能に

なる。そして、法科大学院在学中に司法試

験に合格した場合は、その後法科大学院を

修了した後、司法修習生として採用される

ことになる3。このような、学部での３年間

と法科大学院での２年間の一貫教育による

法曹養成課程を「３＋２」システムと称し

ている。

２．早稲田大学での「３＋２」システム
　2020年４月１日から、法学部に「法曹

∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞

Ⅳ　新しい法曹養成プロセスと実務 ・ 臨床科目の今後

早稲田大学大学院法務研究科教授 

内田　義厚
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コース」を設置し、法学部の通常のカリキュ

ラムのほか、いわゆる法律基本科目（憲法・

民法・刑法・商法・民事訴訟法・刑事訴訟

法・行政法）について、法科大学院進学を

意識した科目を設置し、これら科目での成

績評価に基づき、法科大学院への入学を認

めている。また、法科大学院を設置してい

ていない他大学と法曹養成連携協定を締結

し、その大学からの入学も認めている。そ

の他、筆記試験等による一般選抜を通じて

の入学も認めている。

　そして、２年次は、司法試験が翌年の７

月に控えていること、同年次での履修上限

単位数の制限などから、司法試験の受験科

目となっている上記法律基本科目及び選択

科目（労働法、倒産法、経済法等。以下「法

律基本科目等」という。）の履修に専念す

る形となっている4。そして、３年次後半（秋

学期）は、主として実務基礎系科目及び展

開先端科目の履修に充てられることにな

る。

第３．「３＋２」システムのメリッ
トとデメリット

　このような「３＋２」のシステムは、実

務・臨床科目の充実という観点からは、メ

リットも多くあると考えられる。すなわち、

これまでの法科大学院においては、かかる

実務・臨床系科目と法律基本科目とが同時

並行的に履修することが求められており、

法律基本科目等の学修が法科大学院入学前

にある程度進んでいた学生にとってはメ

4	 ３年次前半は、クオーターで履修が修了する科目を多く配置している。必修科目として、民事訴訟実務の基礎及び刑
事訴訟実務の基礎の前半部分並びに法曹倫理をここに配置している。これに関する問題点ないし課題については後述
する。

5	 一例であるが、民事・刑事模擬裁判は、履修者の負担が大きく、法律基本科目等の履修に支障が生じるということか
ら学生から敬遠されがちであったいえる。

リットが大きかったが、法律基本科目の学

修が必ずしも十分でない学生にとっては、

いわばどっちつかずの状態になってしまっ

たり、あるいは法律基本科目等の履修に重

点を置く形になって、実務・臨床系科目は

必要最小限の科目しか選択しないという問

題点もあったように思われる。また、法科

大学院修了後に司法試験を受験するという

システムの場合、在学中はともすれば試験

準備に軸足を置きがちになることは否めな

いところであり、その点からも、実務・臨

床系科目に力を注ぐことをしない、あるい

はできないといった問題点もあったように

思われる5。

　これに対し、「３＋２」システムの場合、

３年次後半は、法律基本科目等の履修や司

法試験準備にとらわれることなく、実務・

臨床系科目の履修に専念できることにな

り、学生にとっても教員にとってもメリッ

トが大きいように思われる。また、司法試

験合格後及び法科大学院修了後の司法修習

への円滑な橋渡しが可能になるという点で

もメリットが大きいように思われる。

　もっとも、このようなメリットに対して

は、実務・臨床系科目を配当できる期間が

３年次後半に限られてしまい、この期間に

多数の科目が集中的に開講されるため、学

生にとってはかえって窮屈な事態になって

しまうのではないか、２年次に法律基本科

目等のみの履修が１年続くことは、実務・

臨床系科目と法律基本科目等との連関を見

失わせることにつながり、理論と実務の架
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橋を目指した法科大学院教育の理念との関

係で問題があるのではという指摘も考えら

れるところである。そこで、今後の課題を

考えるにあたっては、これらデメリットを

極力除去しつつ、「３＋２」システムのメ

リットを生かしていく方向が望ましいと考

えられる。以下、具体的に述べる。

第４．若干の提言

１．学部段階での実務・臨床系科目の設置
等

　「３＋２」システムのメリットを生かす

には、学部入学後のできるだけ早期に、実

務・臨床系科目を設置していくことが考え

られる。この点、早稲田においては、学部

１年次に現役の法曹三者によるオムニバス

形式の講義である「法曹の仕事を知る」と

いう科目が置かれており、多数の学部生が

受講している。また、裁判官・弁護士の実

務経験を有する教員が担当する「法曹演習」

という科目も多くの学部生が受講してお

り、これら講義を受講したことをきっかけ

に法曹コースや法科大学院への進学を意識

したという学生も多い。今後も、この種の

科目の整備拡充を図っていくべきであろ

う。

２．法科大学院での実務基礎教育
　前述のとおり、法曹コースから法科大学

院に入学した学生は、１年余りは法律基本

科目等以外の科目の履修ができない状況に

おかれている。司法試験の在学中受験とい

うことを考えれば、ある程度やむを得ない

6	 現在のカリキュラムでは、法曹倫理及び民事・刑事の実務基礎が３年次前半のクオーターに集中する形になっており、
かなり窮屈なカリキュラムになってしまっている。

ともいえるが、法曹倫理及び民事・刑事の

実務の基礎的事項がこの時期に学修できな

いのは問題ではないかと考える6。この点、

法科大学院における２年次の履修単位上限

が窮屈になっていることも一因となってい

ることから、履修単位上限の緩和が望まれ

る。

３．修習準備教育と幅広い視野を獲得する
ための教育の両立

　司法試験受験後の３年次後半の教育は、

来るべき司法修習に向けての準備的教育

と、法曹としての今後を考えるための視野

を広げる教育との両立が重要になる。前者

については、司法修習を担当する司法研修

所との連携を密にし、どの分野についてど

のような役割を担うのかについて、双方が

意見交換するなどして具体的に検討してい

くことが望まれる。後者については、現在

の展開先端科目をより充実させることが考

えられるが、学生に幅広く履修の機会を与

えるような配慮（たとえば、クオーターで

の開講科目の増加）が望まれる。また、こ

れとは逆に、クリニック等の臨床科目につ

いては、学生にじっくり問題点に取り組ま

せることができることを利用した試みが拡

充することが望ましいといえる。これにつ

いては、早稲田大学では、法科大学院教員

の指導による学生の課外の活動として、東

日本大震災の復興支援クリニックが継続的

に活動しており、このような取組みが今後

様々な分野で拡充することが望ましい。ま

た、法律事務所や官庁、民間企業での研修
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を内容とするエクスターンシップについて

も、現在よりも長期間にわたるものを開講・

実施することも考えられよう。

第５．まとめ

　「３＋２」システムの下でも、実務・臨

床系科目は、学部・法科大学院及び司法修

習という法曹養成一貫教育システムのバッ

クボーンを形成する重要な科目として位置

付けられる。その理想形を要約すれば、学

部段階では法曹の仕事の実際とその魅力、

そして法的思考の基礎基本を伝える教育、

法科大学院では実務教育の基礎的部分と幅

広い視野の獲得の両輪を意識した教育、司

法修習はそれらの総仕上げ教育という位置

づけになるのではないかと思われる。
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１．「プロフェッション性」を身に
付ける意義

（１）法科大学院は、「法曹養成に特化した

教育を行うプロフェッショナル・スクール」

（平成13年６月12日付け司法制度改革審議

会意見書61頁）である。「プロフェッショ

ン性」の意義を広く捉えれば、法科大学院

で身に付けるすべての事柄・内容が、「プ

ロフェッション性」の涵養に繋がるといえ

ようが、本稿ではそのような広範な捉え方

はしない。

　司法制度改革審議会意見書は、法科大学

院の教育理念として、「社会に生起する様々

な問題に対して広い関心を持たせ、人間や

社会の在り方に関する思索や実際的な見

聞、体験を基礎として、法曹としての責任

感や倫理観が涵養されるよう努めるととも

に、実際に社会への貢献を行うための機会

を提供しうるものとする。」（同63頁）と

も掲げる。

　ここにいう「涵養されるべき法曹として

の責任感や倫理観」こそが、「プロフェッ

ション性」の核心であろう。本稿では、「プ

ロフェッション性」を、「プロフェッション

たる法曹（裁判官、検察官、弁護士）とし

ての心構え・マインド・矜持」と捉える。

（２）法学部・法科大学院において、プロ

フェッション性を教えることー学生からみ

れば、プロフェッション性を身に付けるこ

とーの意義はどこにあるのか。プロとして

の心構えはプロになってから学べばよい、

との考えもアンチテーゼとして想定し得

る。

　これに対しては、主に次の４点を指摘で

きよう。

①�プロフェッションたる法曹像を具体的に

提示することで、法曹を目指すモチベー

ションに繋げる。

②�豊かなプロフェッション性をもった法曹

になるための下地を作る。

③�魅力的なプロフェッション教育を用意す

ることで、法学部・法科大学院の価値を

高める。

④�法曹にならなかったとしても、プロ

フェッションたる法曹の思考と言語を知

ることで、リーガルリテラシーを身に付

ける。

（３）以下では、私が携わる早稲田大学大

学院法務研究科（早稲田LS）及び同大学

法学部における取組みを中心にして、プロ

フェッション性を涵養するための教育の一

端を紹介する。

２．法科大学院におけるプロフェッ
ション性の涵養

（１）「プロフェッションたる法曹（裁判官、

検察官、弁護士）としての心構え・マイン

∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞

Ⅴ　法学部 ・ 法科大学院におけるプロフェッション性の涵養

早稲田大学大学院法務研究科准教授 ・ 弁護士 

水野　泰孝
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ド・矜持」を学ぶにあたり最も有効な方法

は、実務法曹あるいは実務法曹を経験した

者から、その経験を通してプロフェッショ

ンとしての思考方法を直接学ぶことであろ

う。その背中を見て、あるいは、追いかけ

て学ぶことを含む。法科大学院における実

務家教員あるいは実務を経験した教員の存

在意義の一つである。

　この意味でのプロフェッション教育を実

のあるものとするには、学生が当該教員に

対してリスペクトをもつことができること

が必要条件になろう。リスペクトの対象で

あるからこそ、そのマインドを少しでも学

ぼうとするものである。この文脈において

も、法科大学院の教員は模範的な存在でい

なければならない。

（２）法科大学院におけるプロフェッショ

ン教育としての位置付けをもつ重要な取組

みが、①クリニックと、②エクスターンシッ

プである。生の事件に触れ、実際に依頼者

と対峙したときに実務法曹はどのような思

考で対処するのかを、理屈と感覚の双方を

通して学び、プロフェッションとは何かを

知る。早稲田LSでは、設立当初から現在

に至るまで、これら二つの取組みに格別注

力している。

　早稲田LSでは、現在においてもライブ

型クリニックの履修率は30%を超え、

2021年度からは未修者コース１年次にお

いても（従前のシミュレーション型から移

行する形での簡易版の）ライブ型クリニッ

クを導入している1。

1	 詳細は、外山太士「早稲田大学の『リーガルクリニック基礎』」法曹養成と臨床教育14号（2022年）47頁以下参照。
2	 早稲田LSにおけるエクスターンシップの受入実績の推移等について、次のリンク先にて紹介されている。https://

www.waseda.jp/folaw/gwls/career/externship/

　また、早稲田LSでは、エクスターンシッ

プも活発である。2021年度は春季86名・

夏季20名（合計延べ106名）、2020年度は

春季88名・夏季４名（合計述べ92名）、

2019年度は春季75名・夏季７名（合計延

べ82名）がエクスターンシップに参加し

ている2。

　私も、クリニックの授業を担当するとと

もに（対象分野は行政事件）、自身の法律

事務所にエクスターン生を受け入れてい

る。私の印象として、学生がクリニックや

エクスターンシップから受けるその価値観

への影響は格別強い。学生であるからこそ

響いているともいえるのであって、これら

は法科大学院の存在意義の柱の一つである

と受け止めている。なお、私は日々の弁護

士業務としては、国民・住民側ないし業者

側、行政側といった立場を問わず、行政事

件を中心に取り組んでいるが、我が国にお

ける行政事件の少なさ（活性化の必要性）

について、弁護士登録以来、問題意識をもっ

ている。クリニックやエクスターンシップ

を通して、少しでも多くの学生に行政事件

の分野への関心をもってもらい、法曹に

なった後にこの分野に積極的に取り組んで

もらいたいとの想いを常にもっている。

（３）③法曹倫理の授業も、プロフェッショ

ン性を身に付ける科目として重要な意味を

もつ。早稲田LSでは、法曹倫理を履修し

ていることは、上記（２）のクリニック及

びエクスターンシップ参加の要件とされ、

カリキュラム上も両者は結び付いている。
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　現在の早稲田LSにおける法曹倫理の授

業は、研究者教員、実務家教員・実務を経

験した教員がオムニバス方式で担当してい

る。具体的には、第１回に法曹に共通する

心構えとして「プロフェッショナルとは何

か」を教え、裁判官倫理（２回。裁判官を

経験した教員）、検察官倫理（２回。検察

官教員）、弁護士倫理（９回。研究者教員・

弁護士教員）との構成になっている。いく

つかの変遷を経て、現在の形になった。

LSごとに工夫している科目であろう。

　私も、弁護士の実務家教員として法曹倫

理の授業を担当している。実務の思考や苦

労に対して学生の関心の強さを感じると同

時に、プロフェッションとしての思考が学

生の方に新鮮なものとして響いていること

が感覚として伝わり、教える立場からも楽

しい授業である。とりわけ行政事件の分野

においては、（単なる職業の一つとは割り

切ることはできない）弁護士の社会的価値

が問われるとともに、弁護士自治の存在が

格別の意味をもつ。行政事件に取り組むに

あたってのマインドを学生の間に伝えてお

きたいとの想いで、授業を行っている。

（４）その他、早稲田LSでは、須網隆夫教

授にご報告いただく「震災復興支援クリ

ニック」や、（コロナ禍の前は）ランチタ

イムに軽食を用意して出入り自由の形式で

実務法曹と話をする場を設けるなど、多様

なメニューを用意している。

　プロフェッション教育のあり方はLSご

との工夫のしどころでもあり、LSの個性・

魅力にも繋げることができるところであろ

う。

３．法学部におけるプロフェッショ
ン性の涵養―法学部との連携―

（１）法曹への関心を生み、多くの学生に

法曹を目指してもらうためにも、法学部に

おいてプロフェッション性を教えることに

大きな意義がある。ここでは、法科大学院

と連携した「法曹コース推奨科目」を紹介

する。

（２）早稲田大学では、いわゆる法曹コー

スへの登録を検討している学部１年生を主

たる対象として、法曹としてのプロフェッ

ション性を学ぶことができる二つの科目

を、「法曹コース推奨科目」として設定し

ている。あえてこの二つの科目を「法曹コー

ス推奨科目」として設定していることに、

早稲田大学の特徴がある。

　一つ目は、春学期開講の「法曹のしごと

を知る」との科目である。ここでは、「司

法制度改革と法曹養成制度」「プロフェショ

ナルとしての法曹の仕事・使命」といった

講義から始まり、裁判官経験者、検察官経

験者、実務家弁護士などが、オムニバス形

式で、それぞれに与えられた役割と責任、

実務にまつわる話などをする。誤解をおそ

れずにいえば、前記２の法曹倫理の授業の

学部バージョンである。この科目自体は以

前から設置されていたが、法曹コース開始

とともに「法曹コース推奨科目」に設定さ

れた。受講者が飛躍的に伸びている科目で

ある。

　二つ目は、秋学期開講の「法曹演習」（副

題：「実務法曹志望者のための基礎演習」）

との科目であり、法曹コースの開始にあた

り設置された。ここでは、法科大学院の教



26

員（裁判官を経験した教員と弁護士の実務

家教員である私）が、判例の読み方・判例

との向き合い方や法令等の調査方法、法的

文章の書き方などを教えている。いずれの

教員も実務法曹を経験していることから、

学生は法曹としての思考方法やマインドに

早い段階で触れることができ、法科大学院

の教員であることから法科大学院への繋が

りも自ずと意識されることにもなる。現時

点で授業内容としては入ってはいないが、

ここに臨床法学的要素をも盛り込むことが

できれば、上記一つ目の科目と相まって、

法学部・法科大学院を通してのプロフェッ

ション性を涵養するための大きなプログラ

ムになり得ると私個人として考えていると

ころである。

４．知識・技能・倫理を統合する
礎としてのプロフェッション性

　「プロフェッションたる法曹（裁判官、

検察官、弁護士）としての心構え・マイン

ド・矜持」は、法曹教育において知識・技

能・倫理を統合するにあたり、これらに通

底する礎となるものといえようが、当然な

がら一朝一夕に身につくものではない。学

習の段階に応じて正しい伝え方・教え方を

する必要はあるが、この意味でのプロ

フェッション教育について、なすにあたり

早すぎるということはないと考える。最終

的には、実務に出た後、事件・依頼者と対

峙し、事件の処理やその方針に悩みながら

試行錯誤し、困難に直面しながら修正を繰

り返すことで、少しずつ血となり肉となる

ものではあるが、その基礎がどのように造

られているかによって、その基礎に乗るプ

ロフェッション性も自ずと変わってくる。

実務に出た後の“余裕”がなかなかない今日

であるからこそ、法曹になる前のプロ

フェッション教育に重要な意味があるとも

いえる。

　法曹コースと在学中受験制度の開始に伴

うタイトなカリキュラムの中ではありつつ

も、あるいはそうであるからこそ、法学部

と法科大学院との連携を意識した、全体と

して大きな仕組みとしてのプロフェッショ

ン性を身に付けるための教育の工夫・方策

が今後ますます重要になるといえる。
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１．弁護士法人早稲田大学リーガル 
・クリニックの設立の経緯と目的

　当事務所は、2004年の早稲田大学法務

研究科（以下、「法務研」という。）の創設

に伴い、そのリーガル・クリニック教育を

担うために設立された。法務研は、設立時

からその実務教育において、アメリカ、カ

ナダなどのロースクールで展開されている

クリニック教育を重要な柱とした。そして、

クリニックの実施は、法務研としての社会

貢献とも位置付けられた。

　学生が実際の相談者から相談内容を聞き

取り、教員とともにその問題解決のプロセ

スに参加するクリニック授業を展開するた

めには、弁護士事務所の設立が不可欠とい

う認識が、本事務所の設立理由である。本

事務所は、法務研のクリニック授業を大学

から業務委託され、法務研の教育の重要な

柱を担っている。そして、このことが当事

務所の最大の特徴であり、かつ、所属の弁

護士及び職員の誇りでもある。実際、当事

務所の比較的若い３名の先生は、法務研の

出身者であり、当事務所の特徴に賛同して

入所している。

２．クリニック授業を中心とする
本事務所の教育活動

（１）クリニック授業
　大学から委託を受けたクリニック授業に

ついては、当事務所所属弁護士が中心と

なっているが、担当教員としては、当事務

所に所属していない教員及び弁護士の先生

方も担っている。また、授業に関連する事

務については、当事務所職員が担当してい

る。

　クリニック授業の実施状況は、表を参照

していただきたい。この表にみれば、この

５年間の開講クラス、受講者数、相談者数

がわかる。現在では、民事２クラス、行政、

家事・ジェンダー、刑事、労働、外国人が

開講されているが、受講者数に着目すると、

法務研の学生の３−４割が決して負担の少

なくないこの授業を選択していることがわ

かる。また、相談者の多くは、アンケート

を見ると非常に満足しているのが一般的と

言える。これは、通常の無料法律相談と比

較して、学生が事前に準備をして丁寧に時

間を掛けて話を聞き、それに真摯に回答し

ているからである。この点では、法務研の

社会貢献の一端を担っていると自負してい

る。

∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞

Ⅵ　弁護士法人早稲田大学リーガル ・ クリニックの 
今後の展望

弁護士法人早稲田大学リーガル ・ クリニック所長

早稲田大学大学院法務研究科教授

島田　陽一

∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞
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（２）その他の教育活動
　クリニック授業のほかにも、当事務所は、

法務研修了生向けの修習前教育のためのプ

ログラムの実施、法学部の法曹教育に対す

る援助、早稲田リーガルコモンズ事務所と

協力して、法務研の未修１年性向けの「法

実務入門」という科目の他、大学付属・系

属の高校生に対する事前の法曹教育などを

行なっている。現在では、法学部１年生の

必修授業である導入演習の私の担当科目に

おいて、実質的には当事務所の法務研出身

の弁護士による法曹を目指す学生向けの教

育を行なっている。

３．今後の展望

　ロー・スクール制度の改編および司法試

験が在学中に受験可能となるという環境変

化のなかで、実務教育、クリニック授業が

カリキュラム上も大きな影響を受けること

になった。学部３年とロースクール２年で、

かつロースクール在学中司法試験というこ

とになると、この期間が受験準備のために

特化される期間となる可能性を否定できな

い。しかし、そもそも司法制度改革のなか

で日本にロースクール制度を導入したの

は、それまで大学がカリキュラム上法曹準

備教育を重視せず、司法試験受験生はいわ

ゆる司法試験予備校とのダブルスクールに

よって受験準備するというなかで、受験生

があまりに試験対策的な勉強に走ったこと

の弊害を反省したからである。当時は、法

曹界に多様な背景を有する人材が参入する

ことによる司法改革が目指されていたと

言って良いし、法務研究科について言えば、

その理想を体現した教育がなされ、かつ、

現在、法曹界はもちろん、さまざまなとこ

ろで活躍する人材を輩出してきた。

　今回の制度改正においても、このような

クリニック授業受講者数・相談者数（2017～2021年）

2017年 2018年 2019年 2020年 2021年
民事A 受講者数 5 3 8 9 9

相談者数 9 6 10 9 8
民事B 受講者数 2 5 6 8 6

相談者数 4 8 7 7 4
行政 受講者数 3 9 3 6 9

相談者数 4 6 2 3 6
家事・ジェンダー 受講者数 10 6 8 9 10

相談者数 15 9 10 9 8
刑事 受講者数 13 19 23 21 32

相談者数 - - - - -
労働 受講者数 4 6 6 6 9

相談者数 4 5 6 5 9
外国人 受講者数 2 2 6 7 10

相談者数 - - - - -
受講者 合　計 39 50  60 66 85
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司法制度改革における法曹教育改革の原点

を忘れることなく、法務研の伝統を維持す

ることが必要であろう。

　今回の状況変化を踏まえて、当事務所と

しては、以上のような問題意識から今後の

教育活動について、次のような方針で臨も

うと考えている。

（１）従来のクリニック授業
　法務研の新カリキュラムにおいては、従

来のクリニック授業は、３年秋学期の配当

となる。従って、従来とは異なり、受講生

の多くは、科目選択時には、司法試験受験

後でその発表待ちという状況ということに

なる。合格者は、法務研修了後直ちに司法

修習となりますので、そのことを意識して、

2023年度以降には今まで以上に高度なク

リニック授業を提供すべく検討していると

ころである。

　また、司法試験が７月中旬に実施される

ことを踏まえ、８月中に春学期科目として

集中講義形式でのクリニックを実施できな

いかと検討しているところである。また、

これまでも実質的に集中講義方式で展開し

てきた刑事クリニックは、８月に行うこと

を計画している。なお、これらの構想は、

現在、実現に向けて法務研執行部の先生方

と協議中であることを申し添えておきたい

（夏季集中クリニックは、本年度より、多

くの学生の参加のもと実施された。）。

（２）法務研１年（未修者）向け「クリニッ
ク基礎」科目の設置とその実施

　法務研のカリキュラムによれば、２年生

は、必修科目および司法試験選択科目を履

修しなくてはならない。そこで、未修者の

１年生において、法務研の実務科目の重要

な柱であるクリニック授業を３年生で選択

してもらえるようにクリニック授業の重要

性を実感できる科目として、昨年度の新カ

リキュラムから「クリニック基礎」という

新科目が設置された。この科目は、新カリ

キュラムにおいて今後のクリニック教育を

新たに展開するために当事務所が構想し、

法務研のカリキュラム委員会での検討を経

て、委員の先生方の助言を得て出発した新

科目である。その内容としては、３年生に

おける本格的なクリニック授業への導入と

して、具体的な紛争が法的にはいかなる位

置付けで、紛争として処理できるかを様々

な事例を通して学修し、将来の実務法曹の

具体的な姿を擬似体験することを通じて、

司法試験に向けた勉強に対するモチベー

ションを高めるための工夫をしている。

　幸いにも１年生の３−４割が選択してく

れる状況が続いており、未修者のニーズに

適応した科目となっている。もっとも、そ

の内容については、試行錯誤の段階にあり、

１年生にどのような範囲でのクリニック授

業を行うのが適切かについては、法務研執

行部およびカリキュラム委員会と今後も十

分協議を重ね、充実した内容へと発展させ

るべく努力を続けている段階である。

（３）法学部教育に対する本事務所の今後
の貢献

　本事務所は、これまでも法学部主催の法

曹教育プログラムに早稲田リーガルコモン

ズ事務所とともに積極的に協力してきた。

現在、法学部の新入生において、法曹に進

むことを強く希望する学生は２割程度と言

われている。このなかで、法学部卒業後の
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進路として法曹の占める位置を引き上げ、

優秀な法学部学生が法務研に進学するため

には、単に現在のカリキュラム上のいわゆ

る３プラス２制度があるというだけでは十

分ではなく、法曹の素晴らしさを今の学生

の心に響くように伝える教育が不可欠と考

える。この課題を実現するために、現在は、

１年生の必修科目である導入演習におい

て、積極的に法曹の現状と実際にそこにど

のような将来が待っているのか、また、そ

のためにどのような準備が必要かを伝える

ようにしている。当事務所としては、この

経験を基礎として、法学部執行部とも協議

を重ね、法学部において学生に魅力ある、

とくに、入学の時点では法曹を積極的に目

指していない層が法曹をめざすようになる

ために必要な科目を構想しているところで

ある。

（４）付属・系属属高校への働きかけ
　早稲田大学には、付属高校として高等学

院、本庄高等学院があるほか、学校法人を

ことにする系属高として、100％早稲田大

学に進学可能な早稲田実業などの系属高が

５校ある。これらの高校においては、文系

学部では政経学部の人気が群を抜いている

状況にある。かつては、とくに高等学院か

らは法学部人気が高く、実際、多くの法曹

を生み出してきた実績がある。これらの高

校生にもう一度法学部に目を向けさせ、保

護者も含め、将来法曹という選択肢がある

ことを伝えることが重要と考えている。と

くに法曹の女性比率を高めるためにもこれ

らの高校のうち共学校への働きかけが重要

であろう。

　当事務所としては、これまでの実績を踏

まえて、高校生への働きかけを法学部執行

部と協力しながら、より一層展開していき

たい。

４．むすび

　当事務所としましては、今回の実務教育

をめぐる環境変化について、「災い転じて

福となる」状況を生み出すべく、今後も一

層の努力を重ねていきたい。
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　早稲田大学における臨床法学教育の実践

には伴走する組織が２つある。一つが弁護

士法人早稲田大学リーガル・クリニックで

あり、いま一つは筆者が代表を務める早稲

田リーガルコモンズ法律事務所（以下、

「リーガルコモンズ」という。）である。

　リーガルコモンズはこの10年間にわ

たって早稲田ロースクールの臨床法学教育

において一定の役割を果たしてきた。また

３年前から、法学部で開始した臨床法学教

育においても一定の役割を果たしている。

リーガルコモンズでの臨床法学教育の取り

組みについてご報告したい。

　リーガルコモンズは皇居の北の縁に当た

る九段下駅からほど近く、東京法務局の向

かいの建物に所在し、現在、およそ30名

の弁護士と20名のスタッフが所属する法

律事務所である。総合法律事務所を標榜し

ており、取扱分野は企業法務が半分、また、

一般民事や家事、刑事と言った市民法務が

半分と幅広く扱っている。

　リーガルコモンズの最大の特徴は、早稲

田ロースクールの初期の卒業生が中心に

なって創設され、また、創設の当初から、

ロースクールでの臨床法学教育に寄与する

ことを主要な目的の一つとして設立された

点である。

　なぜそのような事務所が出来上がったの

か。

　2004年、司法制度改革に基づいて全国

に一斉に法科大学院が設立された。そうし

た中、早稲田大学も改革の理念に忠実で野

心的なロースクールを設立した。そうした

理念に共感し、多くの学生が早稲田ロース

クールに１期生として集まった。筆者もそ

うした学生の一人だった。大学卒業後に５

年間勤務していた会社を辞して入学した、

いわゆる社会人出身の未修者であった。

　当時の早稲田ロースクールでの授業は理

想に燃えていた。臨床法学教育研究所を中

心とする非常に野心的で積極的な臨床法学

教育プログラムが企画・実践され、筆者ら

はその最初の受講者となった。非常に充実

したプログラムの中で、実務に関する知識

を得られたことはもとより、その後の実務

家としての進路の選択に影響を与えるよう

な刺激的で深い体験を得られたことが、豊

かな記憶として私たちの中に残っている。

これこそが、社会人としてのキャリアを一

旦中断してまで飛び込んだ筆者らが、求め

ていた実務家養成のための高等教育だと感

じた。

　入学後、学生の取りまとめ役をしていた

筆者は、卒業したのちにOB・OG会組織を

立ち上げた。また、修了生の仲間と共に、

司法試験に挑戦する後輩のための指導の枠

組み整備にも取り組み、その取り組みは、

法務研究科と協力する中で、修了生による

∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞

Ⅶ　早稲田リーガルコモンズ法律事務所による 
大学と連携した法曹養成のあり方

早稲田リーガルコモンズ法律事務所 

代表弁護士　河﨑健一郎
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32

アカデミックアドバイザー制度として定着

した。

　ロースクール１期生が実務に就いて４年

経った2012年のことだった。当時、実力

はあっても、社会人出身で年齢が高い、女

性であるなどの理由で就職先が限られるこ

とが問題となっていた。そうした中で、ロー

スクールで民事訴訟法を教えていた遠藤賢

治教授（元裁判官）が、修了生主体で多様

な人材を受け入れることができる法律事務

所を立ち上げられないかと考え、当時法務

研究科の執行部を構成していた石田眞教

授、古谷修一教授を通じて筆者に相談を持

ちかけた。

　遠藤教授にはそのような志と法曹として

の豊富な経験があるものの、弁護士として

の実務を担う時間はない。一方で筆者ら若

手の修了生には豊富な時間と活力はある

が、法曹界でのレピュテーションや人脈は

不足している。この両者が結合した上で、

現役のロースクール生を定期的に受け入

れ、一緒に事件を処理することを通じて臨

床法学教育の実を上げていくことはできな

いか、そのような話がたちどころに整った。

教育などの貢献に対してロースクールから

支払われる一定の対価は事務所財政にも寄

与するだろう。意気投合した私たちは、こ

のような枠組みを作ることとなった。

　この取り組みは早稲田リーガルコモンズ

プロジェクトと名付けられ、日経新聞で大

きな記事になった。設立パーティには早稲

田大学総長や弁護士会の会長、最高裁判事

なども駆けつけ盛り上がりを見せた。

　当時の新聞記事を見ると。当時の法務研

究科長だった石田眞先生が、「早稲田大学

法務研究科はOB・OGの若手弁護士らが設

立する弁護士事務所と連携して法曹養成を

進める新しい教育プロジェクト『早稲田

リーガルコモンズ・プロジェクト』を４月

からはじめる」と述べている。

　これは事務所設立後に知ったことだが、

アメリカ西海岸の名門大学、カリフォルニア

大学バークレー校（UCB）のロースクール

には、実は当事務所と同じように、卒業生

が中心になって設立された法律事務所であ

るEast Bay Community Law Center（EBCLC）

が存在する。卒業生が自主的に立ち上げた

法律事務所であるにもかかわらず、UCBと

複数年契約を結び、多くの学生を受け入れ

て臨床法学教育の成果を上げている。リー

ガルコモンズではご縁を得て、これまで２

名のメンバーをEBCLCでの研修に送りその

知見を学ぶことに努めている。海を隔てて、

お互いに何の連絡もない中で、同じように、

ロースクールを中心としたコミュニティ形

成を考え、実践した先達がいたことを知っ

たことは、リーガルコモンズにとっても大

きく励まされる出来事であった。

　さて、そのような鳴り物入りで誕生した

リーガルコモンズでは、どのような臨床法

学教育に取り組んでいるのだろうか。その

具体的な成果についてご報告したい。

　第一に、「コモンズエクスターン」とい

うプログラムを実施している。当初このプ

ログラムは、弁護士１名に対して学生数名

がついて、数ヶ月間にわたって生の事件に

一緒に実際に取り組みながら、法律相談に

はじまって訴状や答弁書、準備書面の起案

や尋問事項案の作成を一緒に行い、法廷や

交渉の現場にもできるだけ同行して実際に

その事件が解決していく過程を体験するも

のとして開始した。これは、筆者ら初期の
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早稲田ロースクールの学生が、当時のクリ

ニック教育で体験してきたことと非常に似

通ったものだった。

　学生が主体になって調べて起案した準抗

告が認容されて被疑者の身柄が解放された

り、債権者との交渉で債務の免除を受けて

暮らしを再建する過程を一緒に体験したり

と、事件処理を通じて実務そのものをダイ

レクトに学ぶことができるため、学生のモ

チベーション向上にも大きく寄与するもの

だった。

　一方で、学生の熱が入るあまり、プログ

ラムにかなりの長時間を費やしてしまっ

て、他の科目の勉強や受験勉強の方が疎か

になってしまう例なども出始め、また、正

式な単位認定科目としては設置していな

かったので、学習計画の中に組み込みにく

いなども課題も認識され始めた。

　そうした中、正式な単位認定科目として

再構成し、また、シミュレーション主体の

プログラム内容に組み替えてはどうかとい

う話になった。当事務所が新人弁護士向け

に行なっている内部研修をベースに、ロー

スクール生でも無理なく挑戦できるように

水準を調整したものを用いることとなっ

た。2022年に実施したプログラムの内容

では、５日間にわたって、15コマの実践

的な内容のシミュレーションが詰め込まれ

ている。法律相談や接見に始まり、担当弁

護士が実際に取り組む個別法分野の具体的

な事件の話などにも触れる内容となってい

る。

　たとえば民事証人尋問の講座では、実際

の事件記録をもとに、尋問対象を選び、尋

問事項案を検討してもらった上で、担当弁

護士を証人に見立てて、実際に証人尋問の

シミュレーションを行なう。ここでは意見

と評価を峻別すべしという、法律家であれ

ば誰もが頷くような非常に重要なポイント

について、実践の中で学べるように工夫さ

れている。

　このシミュレーション形式を大幅に取り

入れた新しいコモンズプログラムは好評を

博した。限られた時間の中で成果を上げる

という観点から有意義なプログラムになっ

たが、以前のように生の事件を通じて共に

学ぶ時間を過ごしたい、という思いは筆者

らの中に強く残った。

　そこで「ケースプログラム」という名称

で、あくまで単位外の任意参加という位置

付けではあるが、特に熱心な学生に向けて、

実際の生の事件を用いた臨床法学教育の機

会を提供することになった。

　これを、司法試験受験後の比較的余裕の

ある時期の修了生に向けて提供するコンテ

ンツとして整備したものが「コモンズサ

マークラーク」である。大手事務所などが

実施しているサマークラークと同様に、実

際に事務所に来てもらって、所内で執務し

ながら、具体的な事件の解決に一緒に取り

組む内容となっている。「コモンズサマー

クラーク」に関しては早稲田ロースクール

以外の学生も選考対象とし、お互いに切磋

琢磨する中で、より得るものの多いプログ

ラムになるよう工夫を凝らしている。

　「コモンズエクスターン」と「サマーク

ラーク」およびその前身の「ケースプログ

ラム」全体で、これまでにのべ325名の学

生を受け入れてきた。

　これらに加えて、ロースクールの未修者

支援ということで、弁護士法人早稲田大学

リーガル・クリニックと共同で、「法実務
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入門」という、これもシミュレーション形

式の実務教育に関与している。

　これらが、ロースクール在学生および修

了生に対するリーガルコモンズのプログラ

ム提供であるが、その設立の経緯から、司

法試験に合格したのちの新人弁護士を受け

入れて、その走り出しを支援するというこ

とにも取り組んでいる。

　これを育成弁護士制度と呼んでいる。過

去に29名を受け入れ、そのうち18人が巣

立っていった。巣立った弁護士は、東京の

ほか、山口、徳島、京都、静岡、神奈川、

千葉などでそれぞれ自分の事務所を運営す

るなどして活躍したり、インハウスとして

企業の中に入り、活躍しているメンバーも

複数存在する。

　いま、ロースクールを大波が襲っている。

それは「３＋２」という制度改正に加えて

導入される在学中受験がもたらす教育期間

の短縮化の波である。既修コースで入学し

た学生は、たった１年後には司法試験を在

学中受験することとなり、そのタイトなス

ケジュールの中で、臨床法学救育の時間が

奪われかねないという懸念がある。

　そうした中、当事務所では、３年前から、

早稲田大学法学部に対するコンテンツ提供

も行ないはじめている。これは法学部の側

から、より早い段階での実務教育の提供を

考えられないかと相談を受け、共同して開

発したものである。

　2021年度は37名の応募者の中から20名

に参加してもらい、刑事と民事・公益の二

プログラム名 年度 受け入れ人数

法務研

コモンズエクスターン 2013 45
2014 30
2015 24
2016 27
2017 夏季 15
2017 春季 10
2018 春季 11
2019 春季 10
2020 16
2021 春季 10

ケースプログラム 2017 14
2018 夏（在校生） 17
2018 夏（修了生） 6

コモンズサマークラーク 2019 19
2020 22
2021 14

法学部
インターンシップ 2020 9

2021 20
法実務入門解説ゼミ 2021 6

合計 325
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分野について取り組んだ。刑事は映画の「そ

れでもボクはやっていない」を鑑賞しなが

ら、実際に法曹の立場に立った模擬裁判に

取り組むというものであった。学生たちは

被告人役からヒアリングを行なった上で弁

護団会議を行い、被害者への反対尋問や弁

論にも取り組んだ。こうしたプログラムへ

の参加を通じて、法曹の道に進むことを決

めたと言ってくれた参加者が何人もいたこ

とは、筆者らにとってもとても嬉しいこと

であった。

　法学部生の場合、ロースクール生と異

なって、専門的に法律知識を学ぶ時間は限

られているが、だからといって臨床法学教

育に不適当ということにはならない。むし

ろ、法律脳に変わりきらない頭の柔らかい

うちに、体験を通じて法曹の仕事を肌で感

じることは、進路選択やモチベーション向

上の観点からも大きな意味があると考えて

いる。

　実際、評価アンケートにも非常に熱心に

回答を寄せてくれており、毎年少しずつ規

模を拡大しながら、今後もコンテンツとし

て充実させていければと考えている。

　法科大学院教育がスタートしたときに、

司法試験のような点での選抜ではなく、ス

クール形式の線での教育への転換が謳われ

た。いま、「３＋２」と在学中受験の流れ

の中で求められているのは、ロースクール

単体を見て臨床法学教育をとらえるのでは

なく、その前の学部段階、場合によっては

高校での法教育などのさらに遡ったところ

から臨床的な法学の学びの機会を提供し始

める、「線での臨床法学教育」を再構築す

ることではないだろうか。また、更に進ん

で、修了後に実務家となってからは臨床法

学教育を提供する側に回って共に学び続け

る、そのような広い意味でのラーニングコ

ミュニティの形成が求められているのでは

ないだろうか。ただ大学組織のみで教育の

全てを担おうとするのではなく、大学の周

辺にそのようなラーニングコミュニティを

形成することができるかどうかが、法科大

学院という制度が文化として定着していけ

るかどうかを考える上での大きなポイント

になっていくのではないかと筆者は考えて

いる。

　リーガルコモンズでの実践を通じて、

ラーニングコミュニティを形成していく活

動を続けていきたい。
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１．はじめに

　本稿は、法曹養成機関が、なぜ社会貢献

活動に積極的に関与しなければならないの

かを明らかにし、その文脈に、臨床法学教

育の意義を位置付ける。そして、早稲田大

学法科大学院における実践例である、震災

復興支援クリニックの活動につき、その可

能性をどの程度実現できたかを検証する。

２．法曹養成と臨床法学教育

（１）弁護士の社会貢献
　司法制度改革審議会意見書は、法科大学

院の教育理念として、「社会に生起する様々

な問題に対して広い関心を持たせ、（中略）

実際的な見聞、体験を基礎として、法曹と

しての責任感や倫理観が涵養されるよう努

めるとともに、実際に社会への貢献を行う

ための機会を提供しうるものとする。」と

述べている。

　意見書は、「法科大学院生による社会貢

献」になぜ言及したのだろうか。それは、

法曹、特に弁護士の在り方と係わる。弁護

士は、収益と結び付かない、公益活動への

参加を通じて、社会に貢献することを求め

られる仕事である。そのことは、多くの法

規範が明示している。すなわち、弁護士法

１条、日弁連会則10条及び弁護士職務基

本規程１条は、弁護士の使命が、「基本的

人権の擁護と社会的正義の実現」にあるこ

とを明らかにしている。弁護士は、公益性

を中核的価値として共有する「プロフェッ

ション」であり、弁護士は、その使命達成

のために、「人権擁護活動、立法や制度の

運用改善に関与する活動」を展開し、公益

活動に参加しなければならない（基本規程

８条）。公益活動義務は、日本に特有では

なく、弁護士の普遍的義務であることは、

世界で広く認められている。

（２）社会貢献活動と法曹養成教育
　さて、公益活動が弁護士の本質に係る以

上、それは、法曹養成教育にも影響する。

法曹養成教育は、公益活動に積極的に参加

する弁護士を養成する必要があるからであ

る。そのような、公益活動と法曹養成教育

の関係は、アメリカでは明確に認識されて

いる。

　アメリカ法曹協会のマクレイト・レポー

トは、法曹養成教育が目標とすべき技能と

価値観につき、正義、公平のために努力す

ることを挙げた上で（価値観２）、その内

容として、「資力のない者への法的サービ

スの提供」（価値観2.2）と「正義を実現す

る法と法制度の改善への貢献」（価値観2.3）

を指摘する。この価値観２の注釈は、全弁

護士にプロボノ活動の義務があることを強

調し、アメリカ法曹協会のロースクール認

証基準も、学生の公益活動参加の機会の保

障を規定している。日本でも、日弁連法務

∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞

Ⅷ　ロースクールと社会貢献

早稲田大学大学院法務研究科教授 

須網　隆夫

∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞
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研究財団の法科大学院評価基準は、法曹に

必要な能力を「法曹に必要なマインド・ス

キルの養成」にまとめ、「マインド」の冒

頭に「法曹としての使命・責任の自覚」を

掲げている。法曹養成機関は、学生に弁護

士としての価値観も教育しなければならな

いのである。

（３）弁護士の価値観・技能の教育方法
　それでは、価値観は如何に教育可能であ

るのだろうか。アメリカ・ロースクールの

経験を見ても、価値観を教室で教えること

はかなり難しい。それゆえ審議会意見書は、

法科大学院生の社会貢献への参加を明示し

たと思われる。社会貢献への参加は、クリ

ニック教育によって、もっとも良く提供さ

れる。そうであるから今日、南北アメリカ、

ヨーロッパ、アフリカ、アジア、オセアニ

アと、洋の東西、先進国か途上国かを問わ

ず、広くクリニック教育が普及しているの

である。社会的不正義のゆえに困難を強い

られている依頼者に対面することにより、

学生は、抽象的な社会正義から離れて、弁

護士の守るべき価値の意味を理解し、法の

役割と社会正義のために働くとはいかなる

ことかを考えることができる。日本の弁護

士は、弁護士法１条の「基本的人権の擁護

と社会的正義の実現」を重視し、強制加入

団体としては珍しく広範な人権擁護活動を

展開してきた。しかし彼らは、その理念が、

どのように教育されるかについては関心を

払ってこなかった。クリニック教育は、こ

の空白を埋めるものである。

（４）社会正義とリーガル・クリニック
　クリニックは法曹養成教育の一部である

が、他方で、社会正義の実現自体を任務と

している。日本では、教育の側面のみが注

目されるが、クリニック教育と公益的弁護

士活動は切り離せない。社会正義の実現と

して、最初に意識されたのは、弁護士の助

力を得る資力のない貧困層への法律サービ

スの提供であり、クリニック教育は、「司

法アクセスの改善」と「学生の教育」とい

う二つの目的を同時に達成しようとする。

法務研究科での民事・刑事・労働・外国人

等の各クリニックで、依頼者に、無料で法

律サービスが提供されているのは、この趣

旨を具体化したものである。この種の「法

律扶助クリニック（legal aid clinic）」は、

クリニック教育の原点であるが、クリニッ

クは、それに尽きるものではない。その後、

社会的不正義に対処する任務を負った、

様々な新しいクリニックが各国で開発され

て、それらは、不正義や不平等を救済する

という専門職の価値を教育することをより

明確に意識している。

３．東日本大震災と法科大学院
　―東日本大震災復興支援法務プロ

ジェクトと震災復興支援クリニッ
ク―

（１）東日本大震災復興支援法務プロジェ
クトの誕生

　2011年３月11日の東日本大震災発生

後、早稲田大学本部は、全教員に震災復興

支援のための研究プロジェクトを立ち上げ

るよう呼びかけ、法務研究科の教員を中心

とする、法学学術院の教員有志は、元教員・

卒業生らとともに、直ちに「早稲田大学東

日本大震災復興支援法務プロジェクト」（代

表・浦川道太郎教授）を立ち上げた。そし
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て法務プロジェクトは、2012年３月より、

福島第一原子力発電所事故により全町避難

を余儀なくされた、福島県浜通りの浪江町

役場への支援を開始した。法律扶助クリ

ニックの一種に、特定のコミュニティ（地

理的に限定された地域又は特定の人間集

団）の法的需要に焦点を当てる、地域コミュ

ニティ・クリニックがあるが、浪江町を対

象にした時点で、法務プロジェクトは、こ

の種のクリニックを準備し始めたと言え

る。

　浪江町役場と法務プロジェクトの協力関

係は軌道に乗り、2016年頃まで、主に二

本松市の仮庁舎で頻繁に会合していた。支

援の中心は、第一に、原発事故被害に対す

る町民の損害賠償の支援であり、町民１万

5000人以上を代理して、町が行った、原

子力紛争解決センターへの賠償増額の申立

てを支援した。町役場が町民の代理人と

なって、申立を行うというスキーム自体、

法務プロジェクトが町に提供したアイデア

である。第二は、町自体が被った損害賠償

の支援であり、主に行政法の教員が、町の

請求の根拠を理論面から支え、2021年に

は、賠償額の大幅増額による和解と言う成

果を獲得した。

（２）震災復興支援クリニックの活動
　当初から、法科大学院生は、法務プロジェ

クトの活動に適宜参加していたが1、2016

年度より、「震災復興支援クリニック」と

して、一部の教員と学生の自主的活動を継

続している。クリニックは、前述の教員に

よる法務プロジェクトの活動を基礎に、そ

1	 津金貴康「臨床法学教育を体験してー浪江町支援の取組を通して」法曹養成と臨床教育第６号（2013年）182-184頁。

れと連携している。

　現在の復興支援クリニックは、通年のプ

ログラムである。３月の春休みに行われる、

新入生対象の入学前の公認サークルの説明

会で、新入生は、初めて「震災復興支援ク

リニック」の名前を聞く。４月になると、

新入生を主対象に説明会を開催する。そこ

では、2011年の設立以来の法務プロジェ

クトの原発事故被災地における活動、さら

に2016年以来の復興支援クリニックの活

動を説明する。説明会開催後、参加する学

生が決まると、日程調整の上、５月の連休

明けに打ち合わせの会合を行う。ここでは、

前年度から参加している２～３年生と新た

に参加した１～２年生は、自己紹介とクリ

ニック参加の問題関心を交換し合い、その

上で、前期の活動内容を相談する。新型コ

ロナウイルスの感染拡大による移動制限の

ために、福島現地を訪れることが困難に

なった2020年以前の活動の中心は、夏休

みに実施する、現地での聞き取り調査で

あった。そのため、前期は、クラスワーク

で現地調査を準備し、教員からの概括的説

明に続き、原発事故被害者・支援者、自治

体議員・職員、弁護士、研究者などから、

原発事故後の被災地・被害者の状況、復興

の課題について学習する。その後、夏休み

の福島での現地調査（２泊３日程度）では、

学生の希望に従って、帰還した住民を始め、

住民を支援するNPO職員、自治体職員、教

員など、様々な人から聞き取りを行い、彼

らが抱える課題を抽出する。例えば、教員、

学生等合計32名が参加した、2019年の調

査では、原発事故により避難を余儀なくさ
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れた、各自治体（広野町、川内村、双葉町、

浪江町、富岡町、南相馬市）に加え、浪江

町を中心に、避難指示解除後に帰還し、生

活・事業を営んでいる町民・事業者、小中

学校等の教員、復興を支援するNPO、医療

機関等を訪問し、相当時間の聞取りを行っ

た。後期は、現地調査の結果を消化する時

期であり、調査結果を整理して、解決され

るべき課題の抽出、必要な追加の調査・議

論を行う。その後、年末から翌年の春休み

にかけて、調査報告書を完成させ、調査に

協力して下さった方々を始め、マスコミを

含む関係各方面に報告書を終了して一年の

活動を終了する。2016年度から2021年度

までの６年間に参加した学生総数は80名

以上に及び、その多くは法曹として既に第

一線で活躍しており、何人かの弁護士は、

福島県で登録している。

　復興支援クリニックの活動は、これまで

度々報道されてきた。例えば、2019年９

月の現地調査には、朝日新聞の記者が同行

し、「未来の法律家、浪江を訪ねて、早大

法科大学院学生が聞き取り調査」と題する

記事を配信した。どのような教育を受けた

法曹を国民が期待しているかを示している

だろう。

（３）復興支援クリニックの教育効果
　復興支援クリニックは、「法曹に必要な

マインド・スキルの養成」に照らした場合、

他の科目では得られない利点がある。

　第一は、「２つのマインド」の一つとし

ての「法曹としての使命・責任の自覚」に

ついてである。生身の人間を相手にする法

曹は、法律家である前に、人間として関係

者に向き合い、特に弁護士は、依頼者に共

感し、彼らの悩みを共有しなければならな

い。復興支援クリニックの聞取り調査は、

このような機会を学生に提供する。第二は、

「法律専門職能力―７つのスキル」、特に

「（１）問題解決能力」、「（３）事実調査・

事実認定能力」、「（５）創造的・批判的検

討能力」、「（７）コミュニケーション能力」

の養成である。これらの諸能力は、実定法

教育の対象外であるか、少なくとも主たる

対象とはされておらず、クリニックに意味

がある。第三は、法曹になることの意味を

考えさせることである。クリニックに参加

したある学生の言葉を引用する。「私は、

司法試験に合格しなければという思いか

ら、勉強についてばかり考えている時期が

あったのですが、ふとした時に自分は何の

ために勉強をしているのだろうと思うこと

がありました。そうした時に、福島に行っ

て町民の話を聞く中で、この人たちを守る

ために法律を学んでいるんだ、法律は現実

に起きている問題を解決するための手段な

んだと言うことに気づいたのです。」、「司

法試験に合格するだけのために俺は勉強し

ているのか? と悩むことも多かったのです

が、自分がやっていることの意味が見えた

気がしました。俺がいないと困る人がいる

んだなと（笑）。」。

　法科大学院が司法試験中心に再編成され

ている中で、正規科目でない復興支援クリ

ニックは、甚だ不十分ではありながら、法

務研究科の他のクリニック科目と同様、臨

床法学教育の一翼を事実上担っている。

４．最後に

　東日本大震災直後の2011年４月に来日

された、キャロル・スズキ（ニューメキシ
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コ大学ロースクール教授）は、ハリケーン・

カトリーナによる地域コミュニティの被害

に対する、全米のロースクール・クリニッ

クによる取組を紹介され、日本のクリニッ

クによる震災復興への取り組みを激励され

た。しかし、復興支援に取り組んだ法科大

学院は極めて少ない。日本の法科大学院は、

この点、深く反省すべきである。

　学生に社会貢献活動に参加する機会を与

えるためには、法科大学院自体が、社会貢

献活動に関与する必要がある。法務プロ

ジェクト・震災復興支援クリニックの10

年間の経験は、甚だ不十分ではあるが、そ

れが日本でも可能であることを示してい

る。
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１．自己紹介

　簡単に自己紹介させていただく。私は約

25年前に弁護士登録し、企業法務の法律

事務所に就職した。当時は、女性で企業法

務の法律事務所に就職するのは、非常にた

いへんであった。なんとか英語ができたこ

ともあり、日本の企業法務の法律事務所に

入り、アメリカのロースクール留学、外資

系の法律事務所を経て、2003年からイン

ハウスロイヤーとなった。女性はインハウ

スロイヤーの世界では、ジェンダーギャッ

プをほとんど感じないという利点があるこ

と、さらに、コーポレートガバナンス・コー

ドなどの外部環境の影響もあって、非常に

ニーズが高いことを付言しておく。

２．組織内弁護士の需要・数の増
加と職域拡大

　20年前の日本のインハウスロイヤーの

数は、おそらく100人前後であった。それ

が現在は3,000人に近づいている。20年で

約30倍近い増加となっている。

　これは、強い潜在的な需要があったこと

を示しているが、現在もそれが続いており、

益々需要に対して供給が追い付いていない

状態がずっと続いている。司法試験合格者

の減少もあって特に「企業法務のマーケッ

ト」はずっと売り手市場なのである。

　新卒・中途の弁護士を採用したいという

企業は、単に数の増加だけに留まらない。

職域の拡大もみられる。以前は、「弁護士」

というだけで、当然に「法務部門」に就職

するのが一般的でしたが、最近では、法務

部以外にも多く所属している。例えば、「知

財部門」、「経営企画」、「内部統制」、「内部

監査」。「コンプライアンス部門」などは、

昨今の日本企業の不祥事も相まってニーズ

が増加している。例えば、セクハラ・パワ

ハラなどの研修がある。最近では、個人情

報保護などのデータ保護法、LGBTQなど

の人権、SDGsに関するものなど、意外に

思われるのではないかと思うが、憲法まで

活かすことができるといえる。これらの業

務によって、法の支配を企業や組織に浸透

させていく、たいへんやりがいのある仕事

である。不正調査や懲戒処分に関わる仕事

は、刑事訴訟法の勉強が活きてくる領域で

ある。事実認定と証拠による認定などは、

弁護士という「プロ」ならではのスキルが

活かせることが、企業に入ってみて実感で

きる。

３．ロースクールで受けた教育が
組織内弁護士の職務で広く活用
されること

　私自身についていえば、リーガルの責任

者だけでなく、今やリスクマネジメント・

∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞

Ⅸ　社会が求める法律家―弁護士の職域拡大

日本組織内弁護士協会前理事長/ダイバー シティー研究会座長 

マクニカホールディングス株式会社　執行役員ジェネラル ・ カウンセル 

弁護士　榊原　美紀

∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞
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コンプライアンスも当然のことながら、ダ

イバーシティー&インクルージョンといっ

た、以前なら人事部門が担当していた業務

の責任者までやっており、これも憲法や法

曹倫理などの教育が活きている例といえ

る。

　従って、ロースクールで学んだことは、

司法試験科目のような基本法はもちろんの

こと、法曹倫理や選択科目なども含め、イ

ンハウスロイヤーの仕事においてはすぐに

役立つものばかりである。社会に出て、し

かも法律事務所や裁判所のような典型的な

法曹の就職先ではない場所でも非常に強く

求められている。企業だけではなく、中央

省庁、地方自治体、においても採用できな

いで困っているとよく聞くし、さらには、

NPO、研究機関、大学、病院、スポーツの

団体、例えば、相撲協会まで弁護士を採用

していたようである。霞が関では、法律を

作って、内閣法制局の審査に苦労したり、

大学では、企業との共同研究開発を行う部

門で、ライセンス契約や知的財産業務を担

当している弁護士もいる。ここで全てを上

げることはできないが、今や、どんな領域

にもニーズがあると思える。スポーツの世

界などは、不祥事も多く、コンプライアン

スなどの強化が必要なので、これから弁護

士採用が増加するのではないだろうか。

４．アメリカと日本における弁護
士のキャリア選択

　アメリカでは、以前から多くのキャリア

の選択肢があり、あっちに行ったり、こっ

ちに戻ったりと、弁護士資格を「通行切符」

のようにしてキャリアをまたにかけること

を「revolving door」と呼んでいました。

日本もいつかそうなる日が来るのだろう、

と2000年代前半に予測はしていましたが、

想像以上の速さでリーガルマーケットは発

展している。以前は、いったんインハウス

ロイヤーになると、それは片道切符で、法

律事務所には戻れないと言われたものであ

る。しかし、最近は、いったんインハウス

ロイヤーになっても、法律事務所に戻る人

もよく見かけるようになった。また、任期

付公務員になったり、しばらくしてビジネ

スに近いところが良いと思えば、企業に

戻ったり、と縦横無尽に転職する人を見か

ける。企業についても、以前は大都市に本

社をおく大企業が多かったが、最近は、地

方の企業、また、スタートアップやベン

チャーなど自身で創業メンバーになってビ

ジネスを行う弁護士も出てきている。アメ

リカでは、大統領や企業のCEOが弁護士資

格を有することが多いことに鑑みれば、別

に不思議なことではないといえよう。また、

副業をしている弁護士も増えつつある。

５．弁護士のキャリア選択に関する
変化

　私の場合には、上場企業の執行側と社外

取締役として監督側を同時に経験できてい

る点に特徴がある。他の方も、インハウス

ロイヤーをしながら、法律事務所にも籍を

おいて個人事件を受けるなど、キャリアの

バリエーションはどんどん広がり、無限の

可能性があるキャリアであるといえる。

　重要なことは、これからは、複数のキャ

リアを経験することになる人が多いという

ことである。私自身も、はじめはお試しの

つもりであったが、企業のインハウスの方

が面白くて肌に合うと思い、どこかの地点
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から、法律事務所に戻らないと思うように

なりました。複数のキャリアを経験するこ

とを想定した教育を意識することが益々求

められるだろう。

　今や、私も含めて私の周りの法務部門の

トップたちは、「弁護士が採用できない」

と嘆いており、争奪戦となっている。私が

2022年の３月まで理事長を務めていた日

本組織内弁護士協会においても、「キャリ

ア形成」や「キャリアパス」をうたったセ

ミナーはどれも大人気で、すぐに数百名が

申し込んで席が埋まるほどである。した

がって、インハウスにいったんなった以降

も、次のキャリアをどうしよう、中長期で

自分のキャリアをどのように組み立ててい

こう、と考え続けるのは、今の弁護士にとっ

ては当たり前になりました。以前なら、裁

判官、弁護士、検察官の三択で、一旦決め

たキャリアが一本道のように続いたのが、

今は、10個以上選択肢があり、それらが

リボルビングドアのように動く時代になり

ました。企業側においても、「一括新卒採

用」、「年功序列」、「終身雇用」が崩壊し、キャ

リア形成は日本全体として変化している。

６．ロースクールの学生から見た
組織内弁護士に対するイメージ

　ところで、私自身が時々ロースクールで、

「企業内法務」の授業を行う機会がある。

授業後のアンケートで、多くの学生が必ず

書くベスト２を紹介したいと思う。ランキ

ング１位が、自分たちが今勉強しているこ

とがこんな風に実務で活かせることがわ

かって嬉しい、意外、というものである。

特に、企業の中での仕事がイメージしにく

いためか、それらを聞いて、一度はインハ

ウスロイヤーをやってみたくなったとか、

就職先をインハウスロイヤーに変えようと

思った、とまで書かれていることがあって

驚く。ランキング２位は、同じインハウス

ロイヤーといっても、企業やポジションに

よってかなり仕事が異なる点に驚いたとい

うコメントである。ロースクールの「企業

内法務」の講師のセレクションをお手伝い

しているが、その際に気を付けているのは、

男女比、年齢、肩書、業種などのバリエー

ションである。法律事務所の場合だと、パー

トナーかアソシエイトかで、仕事自体は大

きくは変わるものではない。他方、企業の

場合、私のようなリーガル部門のトップの

仕事と、部長、課長、平社員の仕事は、そ

れぞれ随分異なる。例えば、最近は「人材

育成」の仕事が楽しいと感じているが、法

曹養成に少し似ているかも知れない。業種

によっても随分異なるため、どの業界にい

くかという点も重要である。金融業界、製

薬業界、商社、メーカー、ITなど異なる特

徴があるし、日本企業にいくか、外資系に

いくかでも、相当の違いが生じる。

７．多様な選択肢が存在することの
意義

　私自身は、最初に日本企業のインハウス

となり、その後、外資系を経て、日本企業

に戻った。グローバルな日本企業にいると、

海外子会社に対するガバナンスの仕事があ

る。これは外資系には存在しない仕事であ

る。これがたいへん面白いため、日本企業

に戻ってきたわけであるが、これも、法律

事務所も見て、日本企業も外資系企業も経

験したからこそ、その面白みに気付いたわ

けである。したがって、比較の物差しを持
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つことは重要であるといえる。

８．ロースクール教育に求められる
こと

　今は、間違いなくたくさんの出口が用意

され、学生も「選択できる」時代になりま

した。教育する側も、将来いろいろな道を

選ぶことが当然となった学生を教えなけれ

ばならないという意味では、ロースクール

で提供すべき教育も多様化していくのだろ

うし、ロースクールの教員の多様化もより

進化するのではないだろうか。アメリカの

ロースクールに留学時代、たいへん多くの

著名な実務家教員がゲスト講師をしていた

のを見て、学生時代からそのような有名な

弁護士にアクセスし、直接教育を受けるこ

とができることを羨ましく思ったものであ

る。日本も20年前のアメリカのロースクー

ルに似てきているのではないだろうか。し

かも、卒業して司法試験に受かれば、売り

手市場のマーケットが待っているので、こ

のような状況で志願者が少ないことが不思

議に思える。このことは、今の高校生や法

学部生、その親たちには知られていないの

ではないかと残念に感じる。

９．最後に

　経営法友会の調査結果を見ても、この需

要は数の増加、職域の拡大、いずれについ

ても、しばらく継続しているようであるし、

コーポレートガバナンス・コードが厳しく

なる昨今、今後もこのトレンドは加速する

のではないかと考える。したがって、社会

は、今まで以上に、法律家を求めており、

弁護士/インハウスロイヤーは、多くの選

択肢を有するキャリアであり、無限の可能

性を有した明るい未来を感じる。
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企業内弁護士の男女別人数グラフ（2001年～2020年）
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組織内弁護士数の推移と活動の多様化（2001年～2021年）

2

１．調査年月は、2005年５月、2006年12月、2007年～20年は６月現在の数値。
２．企業内弁護士数は、日本組織内弁護士協会調べ（2020年９月）。
３．任期付公務員数は、日弁連調べ（弁護士白書2019年版150頁）。
４．上記表に反映されない、任期付公務員以外の行政機関の組織内弁護士として、形式上は非常勤であるが、実質的には常勤で勤務する者（常勤的非常

勤職員）が、200数十名存在する（例：各省庁の政策調査員等）。
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　シンポジウムの最後に、一言まとめのご

挨拶をさせていただく。

　本日のシンポジウムは、臨床法学教育研

究所の設立20周年記念のシンポジウムで

はあるものの、この企画の当初から、研究

所のメンバーで話していた方針として、２

つのことがあった。１つは、単なる儀式的

なこととせず、学術的発信のできるシンポ

ジウムとすること。もう１つは、「回顧で

はなく、前を向くこと」である。登壇者の

素晴らしい報告のおかげで、いずれの当初

の方針とも違わないシンポジウムを行うこ

とができた。お忙しい中で報告準備をして

いただいた登壇者の方々に、改めて御礼申

し上げる。

　既にご案内のとおり、法曹養成制度は新

たなフェーズを迎えている。学部法曹コー

スからのいわゆる「３＋２」に加えて、

2023年からは法科大学院在学中の司法試

験受験が可能になる。これは、誤解を恐れ

ずに言うならば、司法制度改革を受けて

2004年に設立された法科大学院制度から

の⼤きな変容である。

　他方で、既に多くの登壇者からの報告に

あった通り、この変容された法曹養成の過

程においても、プロフェッション性を涵養

し、法的知識のみならず技術やマインドも

豊かな法曹を輩出していくことは、法曹養

成に携わる大学の使命である。我々法曹養

成に携わる者もまた、変容を踏まえた上で、

では学生のどの段階で、どのような経験的

教育が最も有効であるのか、しなやかさと

創造性を持ち合わせて具体的に検討し、実

践していかなければならない。

　臨床法学教育研究所は、早稲田大学のプ

ロジェクト研究所として設置されており、

５年ごとに設置を継続する形で20年間継

続してきた。ちょうど2022年は21年目、

新たな５年の設置期間の１年目である。向

こう５年間で研究所は法曹養成にどのよう

な貢献ができるのか、今回のシンポジウム

を経て、より課題が明確になったと思う。

　１つは、学部、司法試験前の法科大学院

の教育課程も対象とした、プロセスとして

の臨床法学教育の在り方の検討である。内

田教授、水野准教授の報告が指摘された通

り、プロフェッション性の涵養は司法試験

の後で足りるというものではなく、むしろ

これを学ぶのに「早すぎる」ということは

ないはずである。では法律の学習がごく初

期の段階の学部学生には、どのようなプロ

グラムが有効なのか。また、司法試験前の

段階でも何らかの臨床プログラムを組み込

むことはできないだろうか。本日、島田教

授、河﨑弁護士にご報告いただいた、提携

法律事務所である弁護士法人早稲田大学

リーガル・クリニック、および早稲田リー

ガルコモンズ法律事務所の実務家の先⽣方

∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞

シンポジウム総括と閉会の辞

早稲田大学臨床法学教育研究所所長 

大学院法務研究科教授 

石田　京子

∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞∞
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の協力も得ながら、具体的な検討を進めて

いきたい。そしてその中で、須網教授のご

報告にあった大学としての社会貢献活動

を、研究所として実践していくことを考え

たい。

　もう１つは、社会の様々な事象、多様な

価値観を理解できる法律専門職を輩出する

ためのプログラムの検討である。臨床法学

教育学会理事長の米田教授の報告で指摘さ

れているように、社会はこれまでにないス

ピードで変化が起きている。そのような中

で、リーガルプロフェッションはいかにし

て法の支配の実践をすることができるか。

ワイゼルバーグ教授の報告が指摘するよう

に、アメリカにおける司法試験受験要件と

しての臨床法学教育の義務化は、社会の

ニーズに対応できる法曹を輩出するための

１つの方法であったと考えられる。日本で

は現状、そのような制度上の要件はないが、

ではどのような形で、グローバルにも競争

力を持ち、かつ日本社会の様々なコミュニ

ティで人や社会に奉仕できる法律専門職を

育てていくのかを、考えていかなければな

らない。

　榊原弁護士からは、法律家の仕事、働き

方についても、これまでにない多様性が出

現し、そしてそのような多様なリーガル

ニーズが社会に出現していることについ

て、報告がなされた。我々が輩出する法律

家の未来が明るいということは、大変心強

い言及であったが、同時に、ではそのよう

な多様なニーズに対応できる法律家を養成

できているだろうか、とここでも教育関係

者自身が問われているように思う。多様な

人材を受け入れ、優れた法律専門家として

育てる。これは司法制度改革審議会が提案

した法曹養成制度改革の根幹にあったもの

である。社会も法曹養成制度も、そして法

律家自身も変化の激しいこの時代に、理論・

技能・責任の統合による法曹養成を実践す

るための臨床法学教育の在り方を具体的に

示し、発信していきたい。

　もとよりこれらの課題は当研究所の研究

課題であるとはいえ、本日のシンポジウム

がそうであったように、研究所の研究員以

外の各界の方々の英知もお借りしなければ

成果はなし得ない。ここに参加いただいた

皆様に、どうか今後とも研究所の活動への

参加および協力をお願い申し上げる。そし

て最後に、この20年間早稲田大学臨床法

学教育研究所を支えてきてくださった須網

隆夫教授、宮川成雄教授、和田仁孝教授の

歴代研究所長をはじめ、この研究所の顧問

を務めていただいている宮澤節生神戸大学

名誉教授、また長年にわたり研究活動に貢

献いただいている研究所員および招聘研究

員の方々、様々な形でご理解ご協力を頂い

た早稲田大学大学院法務研究科の先生方、

提携法律事務所である弁護士法人早稲田大

学リーガル・クリニック、および早稲田リー

ガルコモンズ法律事務所の実務家の方々

に、改めて感謝の意を表したい。ありがと

うございました。当研究所は21年目以降

も、より良い法曹養成の在り方を研究し、

発信していく所存である。
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法務研究

行政事件における弁護士業務のあり方と活性化の課題

―法律相談の現場からー

水野　泰孝 （早稲田大学大学院法務研究科准教授 ・ 弁護士）

Ⅰ．はじめに

Ⅱ．行政事件の特徴

Ⅲ．法律相談の類型ごとの思考の一例

　１．行政処分を受けた当事者からの相談

　２．行政処分以外の形で行政としての最終判断を受けた当事者からの相談

　３．行政の最終判断がなされる前の当事者からの相談

　４．行政処分の名宛人ではない第三者からの相談

　５．住民訴訟の相談

Ⅳ．公共訴訟クラウドファンディングの今後の可能性

Ⅴ．おわりに

1	 本稿では、「行政事件」を、紛争の一方当事者が行政である事件、との意味合いで用いる。ただし、一般の民事事件と
異ならない行政との紛争（土地の境界紛争等）は、実体として通常の民事事件と検討すべきことはほとんど異ならな
いことから、検討の対象には含めない。

2	 もちろん、行政事件に関する現行の法制度については、改正すべき事項や、新たに創設すべき制度も多々あるが、そ
の説明は他に譲る。特に実務的観点からこれを整理するものとして、阿部泰隆＝斎藤浩編『行政訴訟第２次改革の論点』

（信山社、2013年）。

Ⅰ．はじめに

　筆者は、弁護士登録以降、実務家弁護士

として、日々の業務において行政事件1を

中心に取り扱っている。国民・住民側又は

事業者側の立場から行政と争うことが多い

が、行政側の代理人業務、非常勤職員、顧

問等もしており、行政側から法律相談や事

件に臨むこともある。2018年４月からは、

早稲田大学大学院法務研究科において、専

任の実務家教員（任期付き）として、臨床

クリニックを含め、行政事件の実務系科目

を中心に講義を担当している。

　本稿では、行政と争う立場から法律相談

を受ける状況を念頭におき、その大まかな

類型ごとに、現行の法制度のもと2、弁護士

は、事件としての受任可能性を視野に入れ

て、何をどのように考えているのかについ
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ての思考の一例を紹介する。臨床クリニッ

クにて行政事件を取り扱ったり、若手の弁

護士において行政事件の法律相談に臨んだ

りする際に、参考になるものが一つでもあ

れば幸いである。

Ⅱ．行政事件の特徴

（１）筆者は、いわゆるマチ弁（一般的な

弁護士業務を取り扱う弁護士）でもあり、

2022年10月現在、筆者を含めて弁護士３

名の事務所を経営している。行政事件とこ

れ以外の一般的な弁護士業務の仕事量の比

率は、概ね１対１である。

　筆者自身の認識・感覚として、一般的な

弁護士業務と比較した行政事件の特徴につ

いて、次の３点を指摘することができる。

これら３点は相互に関連する。

（２）第１に、あくまで一般論の趣旨には

なるが、行政事件、とりわけそのうち行政

訴訟（行政事件訴訟法（昭和37年法律第

139号）の定める行政事件訴訟＋国家賠償

請求訴訟）の「負担感」は、一般的な弁護

士業務における訴訟の「負担感」よりも、

各段に大きいことである。総じて行政訴訟

は、検討すべきこと及び資料が多く、審理

期間は長期化する一方、成果を得ることは

容易ではない。行政事件訴訟のうち人証調

べが実施された事件（令和２年の既済事件）

の第一審の平均審理期間は31.8か月3であ

る。審理が長期化する原因としては、積み

重ねる期日の回数が多いこと、期日と期日

の間隔も長いこと、通例、和解はないこと

3	 最高裁判所『第９回裁判の迅速化に係る検証に関する報告書』（最高裁判所、2021年）113頁。
4	 筆者は、拙稿「行政訴訟の活性化のために―原告側弁護士と裁判所間のギャップの内実の解明と、その解消のための

課題―」判例時報2308号（2016年）31頁以下において、統計データから行政事件訴訟は代理人弁護士が「勝てると思っ
ても勝てない訴訟」であることを提示し、それは原告側弁護士と裁判所が行政の行為を違法と考えるラインにギャッ
プがあること、及び、そのギャップは行政事件訴訟に臨む「スタンス」の違いに依拠する可能性を論じた。

などが挙げられる。仮に行政と争う立場の

請求が第一審にて認容されたとしても、そ

こで決着がつくことは稀であり、上級審に

おける争いも含めるとさらに時間を要する

ことになる。

　第２に、行政訴訟は見通しが立ちづらい

ことである。事件の見立てが悪いといわれ

ればそれまでであるが、一般的な弁護士業

務における訴訟においては、事件を受ける

前に相談者からきちんと聴取りをし資料を

分析していれば、「勝つことができる可能

性が高い」と判断した事件において、「負

ける」という結果（あるいは「負け」に等

しい結果）になることは少ない。しかし、

行政訴訟においてはこれがあてはまらな

い。行政訴訟の相談において、弁護士とし

て「勝つことができる可能性が十分にある」

と考えたとしても、事件として受任した訴

訟が想定どおりの決着をみることは率直に

いって稀である4。実務家弁護士としてあえ

ていえば、筆者は、裁判所はとりわけ事実

認定において“行政寄り”の判断をすること

が多く、それが“行政寄り”の結論に繋がっ

ていると認識している（ただし、この事実

認定の問題については、第三者的視点から

検証を行うことは困難であり、ややもする

と負け惜しみに聞こえることが口惜しいと

ころではある。）。

　第３に、行政事件を弁護士業務の一つと

して捉えたときに、弁護士報酬を低く設定

することは困難であることである。上述の

とおり、行政訴訟の「負担感」は一般的な
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弁護士業務におけるそれよりも格段に大き

く、他方で、行政訴訟において「勝てる」

との見立ては立ちづらい（「勝てる」との

見立てが立ちづらいことは、事件の終結の

際の成果に応じて発生する報酬金を期待し

づらいということでもある。）。このことの

帰結として、行政事件をいわゆるプロボノ

活動としてではなく、弁護士業務の一つと

して位置付けた場合、弁護士報酬を低く設

定することは難しい。適正な弁護士報酬は

その業務量に応じて設定されるべきものと

すれば、現実問題として、法テラスによる

民事法律扶助や、日本弁護士連合会が用意

する法律援助事業によってこれを賄うこと

は困難である。筆者は、行政事件ないし行

政訴訟が活性化しない構造上の原因とし

て、弁護士報酬の問題は大きく、ここへの

手当が必要であると考えている（今日的な

対応策の一つとして、Ⅳ参照）。

Ⅲ．法律相談の類型ごとの思考の
一例

　行政事件の法律相談を多く受ける立場と

して、その特徴（Ⅱ）のもと、何をどのよ

うに考えて法律相談に臨んでいるのかにつ

いて、次の５つの類型に分けて、思考の一

例を順に紹介する。これら５つの類型にす

べての行政事件の法律相談を割り当てるこ

とができるという趣旨ではないが、多くは

カバーできるであろう。

　１�　行政処分を受けた当事者からの相談

　２�　行政処分以外の形で行政としての最

終判断を受けた当事者からの相談

　３�　行政の最終判断がなされる前の当事

者からの相談

　４�　行政処分の名宛人ではない第三者か

らの相談

　５�　住民訴訟の相談

　なお、本稿においては、行政との紛争を

念頭においており、今日的に重要である行

政との協力関係のもとでビジネスモデルを

構築する局面（ルールメイキングといった

言葉が用いられるなど、一つの分野を形成

しつつある。）は、検討の対象から外す。

１．行政処分を受けた当事者からの相談
（１）一つ目は、許認可の申請をしたとこ

ろ不許可処分とされた、許認可の取消処分

や営業停止処分といった不利益処分を受け

た、これらに納得できないといった、行政

処分（行政事件訴訟法46条や行政不服審

査法（平成26年法律第68号）82条の定め

る「教示」の対象となる処分）を受けた当

事者からの相談の類型である。

（２）この類型は、相談を受けた弁護士と

して検討すべき事項それ自体は明確であ

り、行政事件の基本型といえる。

　すなわち、この類型は、行政庁が行政処

分としてその最終判断を示している以上、

任意の話合いを通して行政庁にこれを取り

消させることは現実的ではない。当該行政

処分を争うためには、行政に対する不服申

立て又は訴訟の提起といった法的手続きを

取る必要がある。この類型においては、争

いを法的手続きに乗せること自体は難しく

はない。

　争いの土俵として、行政に対する不服申

立て、行政事件訴訟、あるいは国家賠償請

求訴訟のいずれをどのように用いるかは、

相談者の意向及び置かれている局面等に応

じて選択することになる。本稿において制

度の詳細を説明することまではできない
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が、行政に対する不服申立てである行政不

服審査法の定める審査請求は、弁護士とし

て負担感は大きくなく、かつ、使い方によっ

ては訴訟における有効な武器を入手する手

段にもなるものであって、積極的な活用を

検討すべきである。審査請求それ自体によ

り結果を出すというよりも（無論、これに

より結果が得られればそれに越したことは

ない。）、この手続を利用して、行政事件訴

訟を有利に展開させる狙いである。筆者は、

通例、行政事件訴訟の提起を選択する際、

審査請求も同時並行にて行っている。

　争いの中身である行政処分が違法といえ

るか（ないし国家賠償請求訴訟の土俵の場

合には当該行政処分をなしたことについて

公務員に職務上の注意義務違反が認められ

るか）については、当該行政処分をなす際

に付される「理由」（行政手続法（平成５

年法律第88号）８条・同法14条参照）を

踏まえて、法令及び事実関係を読み解き、

立証の可否を含めて見通しを立てることに

なる。その際、類似の局面における過去の

判例・裁判例を調べるとともに、総務省が

用意するデータベース（行政不服審査裁決・

答申検索データベース5）を用いて、審査請

求に関する裁決や答申についても調べるこ

とが多い。このデータベースは平成28年

行政不服審査法改正にあわせて運用が開始

された。筆者は、このデータベースの構築

は、それまでブラックボックスにあった審

査請求の実際を明らかにするものとして、

同改正の最大の副産物であると考えてい

る。

　事件として受任するにあたっては、これ

5	 https://fufukudb.search.soumu.go.jp/koukai/Main

らを踏まえて、弁護士報酬をどのように設

定するのかを、相談者と協議しながら決め

ることになる。相談者の不利益は現実化し

ていることから、事件としての受任に繋が

りやすい。

（３）他方、この類型は、既に行政庁とし

ての最終判断が行政処分の形式でなされて

いることから、成果を得るには、その判断

を覆す必要がある。このことは解決までの

道のりは長いことを意味する。前述のとお

り、仮に第一審において原告側の請求が認

容されたとしても、ここで判決が確定する

ことは稀であって、上級審での争いが続く

ことも当然に想定される。

　つまるところ、この類型は、総じて、事

件としての方針は立てやすいが、適正な対

価として弁護士報酬を設定しようとすると

低い金額には抑えがたく、ここに事件とし

て受けることの難しさがあるといえる。訴

訟を提起して争うための弁護士報酬を用意

することが困難ということであれば、事案

次第ではあるが、審査請求のみを受任して

弁護士報酬を低く押さえることも考えられ

る。

２．行政処分以外の形で行政としての最終
判断を受けた当事者からの相談

（１）二つ目は、助成金、協力金等の支給

申請をしたものの不支給決定とされた、行

政が公募を行う事業について事業者として

選ばれなかった、これらに納得できないと

いった、行政処分ではない形で行政として

の最終判断を受けた当事者からの相談の類

型である。
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（２）この類型においては、（前記１の類型

と異なり）争いの土俵をいずれに設定する

かという法律上の問題があるが、結論とし

てこれ自体はさほど大きな問題ではない。

　すなわち、たとえば、上述の助成金、協

力金等をめぐる争いであれば、行政事件訴

訟法４条の定める公法上の当事者訴訟とし

ての給付の訴えを提起することが考えられ

る。あるいは、上述の公募において事業者

として選ばれなかったことをめぐる争いで

あれば、相談者の権利義務の問題に引き直

し、同条の定める公法上の当事者訴訟とし

ての確認の訴えを提起することが考えられ

るし、これにより損害が発生したというこ

とであれば、国家賠償請求訴訟の提起も考

えられる。つまり、今日的には事案にあわ

せて争いの土俵を適切に設定すれば、裁判

所に門前払いとされる可能性は低い。ただ

し、行政がその最終判断を行政処分として

位置付けていない以上、この局面において

審査請求制度を用いることは困難である

（審査請求は争いの対象を行政処分に限定

していることから（行政不服審査法２条、

３条）、審査請求をなしたとしても却下さ

れることになると考えられる。）。

　弁護士として、行政が争いの対象たる最

終判断を行政処分として位置付けていない

こと（このことは前述の「教示」の有無で

分かる。）それ自体が法解釈として誤りで

あると考えるのであれば、これを行政処分

と位置付けて訴えを構成すれば良い。この

場合、裁判所の判断を逃がさないためにも、

実務上、当該最終判断が行政処分と解釈さ

れる場合の訴えを主位的請求、これが行政

処分と解釈されない場合の訴えを予備的請

求と構成して二段構えで争うことが多い

（これらを併合提起できることについて、

行政事件訴訟法13条６号参照）。

　また、この類型は、（前記１の類型と異

なり）行政の最終判断が行政処分の形式で

なされていないことから、任意の話合いで

これが撤回される可能性も全くないわけで

はない。筆者は、この類型においては、任

意の交渉から始めることもある。

（３）他方、この類型は、請求者側の請求

を認めさせることが（前記１の類型よりも）

難しいことが多い。そもそも請求が立つか

という本案の問題である。たとえば、助成

金、協力金等の金銭請求をする局面におい

ては、行政として支給しないという判断を

していることを乗り越えることができるの

か、行政が公募を行う事業について相談者

が選ばれなかった局面においては、そもそ

も公募に選ばれる法的地位といったものを

観念できるのか、といったことを法令の仕

組みや運用を踏まえて精査しなければなら

ない。

　訴訟を提起して争う場合、その長期化が

想定されることは前記１の類型と同様であ

る。適正な対価として弁護士報酬を設定し

ようとすると、低い金額には抑えることが

難しい局面である。

３．行政の最終判断がなされる前の当事者
からの相談

（１）三つ目は、行政の最終判断（行政処

分ないし行政処分以外の形での最終判断）

がなされる前の当事者からの相談の類型で

あり、典型的には次の４つのパターンが想

起される。

　①�許認可の申請をした（ないしその事前

相談をした）ところ、拒否処分となる
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見込みが示された。

　②�不利益処分について、事前手続き（弁

明の機会の付与、聴聞等）が開始され

た。

　③�（行政処分ではない形で）行政として

の最終判断の見込みが示された。

　④行政調査が入ることになった。

（２）筆者は、この類型こそ、弁護士が入

ることの意義が格別大きいと考えている。

　この類型において共通していえること

は、行政の最終判断の前であるからこそ、

弁護士としての目線で、事実を抽出し、そ

れを裏付ける資料を用意し、法的主張を組

み立てることで、相談者・依頼者の意向に

沿ったあるいはそれに近い形での要求を通

しやすいということである。行政の判断に

一定の裁量があるのであれば、行政におい

てその裁量の枠の中で許容することができ

るように、主張を組み立て、資料を提示し

ていくということでもある。無論、法の解

釈・運用を歪める趣旨ではない。

　この類型においては、行政としての思考

を探る必要があり、勘所を押さえる難しさ

はある。たとえば、①や③のパターンであ

れば、行政の最終判断に関する内部基準が

あるのであれば、これに沿うよう主張を組

み立てるのか、あるいはその基準が当該事

案にはあてはまらず、かつ、あてはめない

ことが正しいことを論証する方針で臨むの

か、といった判断が必要になることもある。

当該内部基準それ自体が法令上許容される

ものではない、との論陣を張ることもある。

②のパターンであれば、あくまで不利益処

分を課せられないことを目指して争うの

か、不利益処分を課せられること自体は仕

方がないがより軽い処分を目指すのか、と

いった方針の見極めも必要になる。④のパ

ターンであれば、当該分野の実務を踏まえ、

行政側がいかなる目的をもって行政調査に

入っているかということの探索が必要にな

る。

（３）この類型は、訴訟に比べて紛争の結

果が出るまでの期間が短く、かつ、実利と

しての結果が得られることも少なくないこ

とから、弁護士業務に馴染む。筆者が受任

する行政事件の半数以上が、行政との折衝・

交渉案件である。筆者としては、弁護士の

業務としてこのような分野・局面があるこ

とを、広く知って欲しいと考えている。

４．行政処分の名宛人ではない「第三者」
からの当該行政処分をめぐる相談

（１）４つ目は、行政処分の名宛人ではな

い「第三者」からの当該行政処分をめぐる

相談の類型である。具体的には、いわゆる

建築紛争や、墓地やパチンコ店等のいわゆ

る忌避施設に係る許認可を周辺住民が争う

局面である。筆者自身の経験としても、特

に建築紛争の相談は多い。行政処分がなさ

れる前の相談、なされた後の相談、いずれ

も想定される。

（２）この類型は、相談者が行政処分の名

宛人ではないことから、法的争いに持ち込

むには、当該相談者において他の者に対す

る行政処分を争う法的な資格があるのかと

いう、不服申立適格（審査請求の場合）な

いし原告適格（行政事件訴訟の場合）の問

題が入り口のハードルとしてある。また、

訴訟に持ち込んだ場合において、相談者が

違法であると指摘する内容を違法事由とし

て主張することができるのかという主張制

限の問題（行政事件訴訟法10条１項）に



56

も留意する必要がある。

　また、対行政としてではなく、対民間事

業者として争うことも想定される局面であ

り（たとえば、建築紛争であれば、建築確

認を争うアプローチではなく、直接、建設

業者を相手方にして工事の差止めなどを求

めて争うアプローチも考えられる。）、争い

の土俵について多角的に検討する必要があ

る。これは、当該民間事業者の事業者とし

ての利益も視野に入れて、争いの土俵や着

地点を見定める必要があるということでも

ある。

　さらに、自治体においてはこの種の紛争

を予防・解決するための手続を用意してい

たり（たとえば、建築紛争であれば、多く

の自治体において、説明会の開催等を要求

する紛争の予防条例を策定している。）、公

害等調整委員会による調停等の手続を利用

したりすることができることもあるため、

多くの制度に目くばりをする必要もある。

　加えて、この局面は、法的手続の外で、

政治的な働き掛けを同時に展開することも

少なくない。運動として一つの方向性を目

指すことができるのか、それを組織として

まとめることができるのかということも、

成果を出すにあたっての重要な一要素であ

る。弁護士が複数名から事件を受ける形を

取る場合、それぞれが目指すところの相違

から生じる利益相反の問題にも留意する必

要がある。

　以上のような文脈において、この類型は、

弁護士としての「総合力」が問われる局面

であるともいえる。

５．住民訴訟の相談
（１）これまでみてきた４つの類型とは異

なる観点からの相談の類型として、住民訴

訟の相談がある。住民訴訟は、個人として

の権利・利益の回復を図ることを目的とす

るものではなく、いわゆる客観訴訟として、

地方公共団体の違法な財務会計上の行為の

是正・防止を図る訴訟である。

（２）住民訴訟は、特定の局面以外は、成

果を得ることが容易ではない。当該財務会

計上の行為は、行政の政策の問題として、

その裁量の範疇に入ると判断されることが

多いためである。訴訟の審理期間は行政事

件訴訟の中でも長期化する傾向にもある。

　個人としての権利・利益の回復を図るも

のではないことから、弁護士報酬の決め方

も難しい。

　住民訴訟においては、いわゆる片面的敗

訴者負担制度に相当する制度が導入されて

いるが（地方自治法242条の２第12項）、

これに基づいて弁護士報酬相当額の請求を

地方公共団体に対して行うには、その請求

に先行して、住民訴訟における勝訴判決が

確定する必要がある。仮に住民訴訟の第一

審において勝訴したとしても、その控訴審

の係属中に議会の議決により対象となる債

権の放棄がされるなどすれば、訴訟それ自

体は棄却（敗訴）となるため、この制度に

基づく弁護士報酬の請求はできないことに

なる。この制度に基づいて弁護士報酬の支

払を地方公共団体から受けることは、現実

的にはそれほど期待できない。

　誤解をおそれずに筆者の感覚としていえ

ば、住民訴訟については、プロボノ活動の

一つとして取り組まざるを得ないことが多

いであろう。
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Ⅳ．公共訴訟クラウドファンディ
ングの今後の可能性

　Ⅲにおいて、事件の類型ごとに弁護士と

しての思考の一例を示した。現実的な問題

として、弁護士が業務として行政事件を受

任する際の弁護士報酬の問題について、繰

り返し言及してきた。金銭の問題は敬遠さ

れがちなテーマであり、ややもすると「品

がない」と批判されることもあろうが、筆

者は、行政事件を「活性化」させるために

は、正面からの検討を避けるべきではない

事柄であると考えている。

　この観点から、ここ数年において広がり

つつある、公共訴訟におけるクラウドファ

ンディングについて、紹介したい。

　クラウドファンディング（crowdfunding）

とは、群衆（crowd）と資金調達（funding）

を組み合わせた造語である。特定の活動に

対する金銭支援を、社会一般から集めるも

のである。公共訴訟におけるクラウドファ

ンディングの文脈でいえば、訴訟の当事者

ではない者から、訴訟のための費用を募る

ことになる。公共訴訟クラウドファンディ

ングのプラットフォームの一つとして、

「CALL４」6がある7。筆者は、このプラット

フォームの運営に関与しているものではな

いが、ここに掲載されている複数の案件を

担当している。このプラットフォームは、

運営責任者が弁護士であり、クラウドファ

ンディングを利用する者、及び、これに対

して寄付をする者から直接は手数料を取ら

6	 https://www.call4.jp/
7	 「CALL4」のほかに、訴訟に係る資金に特化したプラットフォームとして「リーガルファンディング」（弁護士が運営。

https://legalfunding.jp）、訴訟に係る資金に特化したものではないが多くの訴訟のクラウドファンディングを取り扱っ
ているプラットフォームとして「READY　FOR」（https://readyfor.jp）や「CAMPFIRE」（https://camp-fire.jp/）など
がある。

ず、寄付の対価も提供しない。活動の運営

資金は、任意の寄付により賄っている。筆

者の理解では、弁護士が適正な報酬を得ら

れるようにすることにより、公共訴訟を活

性化させていこうとする狙いもある活動で

ある。

　この種のクラウドファンディングに馴染

む事件は限られ、また、弁護士倫理の観点

から留意しなければならないことは少なく

ないが、行政事件の分野を大きく変革する

力のある活動として、筆者は注目し応援し

ている。

Ⅴ．おわりに

　本稿では、法律相談の現場で行政事件に

取組む弁護士業務の類型を、アトランダム

に検討してきた。特に法曹実務家に向けて

伝えたいことは、社会には多くの行政事件

が眠っていること、（プロボノ活動として

ではなく）一つの業務分野として弁護士の

仕事になる行政事件も少なくないことであ

る。多くの会社、特に規模の大きな会社で

あれば、その企業活動において大なり小な

りの行政との間の問題を抱えており、そこ

に的確な助言をすることができる弁護士は

現状において多くはなく、弁護士業務の一

分野として開拓することの意義は大きい。

　翻って、現行の行政事件訴訟制度に係る

法改正の課題は枚挙にいとまがなく、団体

訴訟制度、国民訴訟制度（住民訴訟の国バー

ジョン）、都市計画争訟制度、行政調査に

係る通則法の制定等、新たに構築していか
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なければならない法制度改革の課題も多

い8。法改正・法制度改革の原動力になるも

のは、行政事件への国民の関心である。行

政事件が低迷した状態にあっては、よほど

の外部からの“圧力”が働かない限り、いか

に実務的・理念的に重要な課題であるとし

ても法改正・法制度改革はままならない。

動機は何であれ、少しでも多くの行政事件

が掘り起こされ、社会の注目が行政事件に

集まることの先にこそ、行政事件をめぐる

諸制度の大きな変革が待っている。

8	 法改正や法制度改革の課題の具体的な内容について、注２）前掲書、参照。
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海外の法専門職教育

ソウル大学校法学専門大学院の臨床法学教育プログラム
ソウル大学校法学専門大学院公益法律センター指導弁護士

田　政桓 （チョン ・ ジョンファン）

ソウル大学校法学専門大学院公益法律センター指導弁護士
吳　珍淑 （オ ・ ジンスク）

1	 2021年度弁護士試験では受験者192人中158人が合格し合格率は82%であった。

Ⅰ．ソウル大学校法学専門大学院公
益法律センター

　韓国の法学専門大学院は2009年に全国

25校が開校し、１年間の入学定員は2000

人だ。このうち、ソウル大学校法学専門大

学院は入学定員が150人で最も規模が大き

く、弁護士試験合格率も最も高い1。ソウル

大学校法学専門大学院公益法律センター

（以下 「公益法律センター」という）は、

ソウル大学校法学専門大学院リーガルクリ

ニックセンターの臨床法学教育と学生たち

の公益活動支援を強化するために2019年

に開所した。公益法律センターは学生が実

際の事件で弁護士のように考えて行動する

ことを教育し、公益法務実習プログラムお

よびさまざまな法律プロボノ活動で法曹人

の倫理と専門家の責任感を持つ人材を養成

している。

　公益法律センターは臨床法学教育、プロ

ボノ、立法提言、公益政策開発など４つの

領域の業務を遂行している。このような業

務遂行のために専任教授であるセンター長

と臨床教授５人（米国弁護士である外国人

専任教授１人を含む）、指導弁護士４人、

公益フェロー弁護士４人など弁護士14人

と、広報と予算など事務業務を担当する職

員２人がいる。公益法律センターは学生の

臨床法学教育だけでなく、地域社会の法律

扶助活動および協力機関の公益訴訟、公共

立法政策提案などの活動で法学専門大学院

の社会的責任を果たしている。

Ⅱ．臨床法学教育

１．臨床法学の授業
　臨床法学授業は法学専門大学院で開設さ

れる科目であり、授業において受講生は実

際の事件または法律プロジェクトを遂行す

る。ソウル大学校法学専門大学院の臨床法

学科目は２単位で毎学期開設され、Passま

たはFail方式で評価する。臨床法学の授業

を受講するためには、法文書作成、法律情

報調査、民法など基礎科目を先に履修しな

ければならない。したがって、教科のカリ

キュラムによって２年生から受講が可能

で、３年生は弁護士試験の準備で受講が難

しいため、授業はほとんど２年生が受講す

る。

　公益法律センター開所以後、2020年か

らは地域社会立法提言クリニック、最高裁

判所弁論クリニック、女性児童人権クリ

ニック、国際取引法務クリニック、消費者
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紛争クリニック、国際人権クリニック、社

会経済クリニックなど、１学期に13から

16のクリニックが開設されている。2022

年度の１学期には14のクリニックが開設

され、同２学期には障害者人権クリニック、

人間尊厳性クリニック、労働法クリニック、

ExpertTech＆Lawクリニック、移住難民ク

リニックなど様々なテーマのクリニックが

開設されている。臨床法学授業の受講生数

は2022年度１学期には94人、２学期には

69人で、２年生の多数が臨床法学を受講

している（２年生定員は150人）。

２．地域社会法律構造クリニックの事例
　臨床法学の授業の中で、地域社会法律構

造クリニックは、公益法律センターの臨床

教授と指導弁護士の指導する授業というの

が特徴だ。このクリニックの場合、臨床教

授だけでなく公益法律センターの指導弁護

士たちが授業で学生たちを指導しており、

学生は公益法律センターの法律救助事件で

法律相談をして訴訟書面を作成する。

　受講生は全員公益法律センターに受け付

けられた法律相談（学内相談または外部協

力機関公益相談）の中から１件を割り当て

られ、指導弁護士の指導監督の下に実際の

法律相談を行う。また、公益法律センター

で受任した訴訟事件の中から授業時期と教

育的目的に符合する事件を選別し、受講生

が実際に提出される書面の草案を作成する

ようにする。授業は講義と実習、特講およ

び相互討論で構成され、実際に依頼人と法

※2022年臨床法学の授業状況

2022年１学期（３月～６月） 2022年２学期（９月～12月）

１ 地域社会法律構造クリニック１ 地域社会法律構造クリニック

２ 地域社会法律構造クリニック２ 女性児童人権クリニック

３ 女性児童人権クリニック 障害者人権クリニック

４ 障害者人権クリニック 人間尊厳性クリニック

５ 人間尊厳性クリニック 国際取引法務クリニック

６ Difficult Conversation Clinic 労働法クリニック

７ 国際取引法務クリニック 最高裁判所弁論クリニック

８ 労働法クリニック 表現の自由クリニック

９ 最高裁判所弁論クリニック ExpertTech＆Lawクリニック

10 表現の自由クリニック 刑事被害者弁護クリニック

11 刑事実務クリニック 移住難民クリニック

12 ExpertTech＆Lawクリニック

13 刑事被害者弁護クリニック

14 社会的経済クリニック
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律相談をする前に法律相談方法論および進

行方法について講義する。受講生の法律相

談は、申請事件を学生が事前に検討し、指

導弁護士のフィードバックを受ける。以後、

依頼人と実際の法律相談は学生が行う。依

頼人に対する相談は指導弁護士が補充し、

学生の相談内容については指導弁護士が

フィードバックを与える。学期の終わりに

は、学生がそれぞれ行った事件を発表し、

他の学生と争点を討論するケースラウンド

がある。訴訟遂行事件は、学生が学んでい

る民事、刑事法理が適用され、障害者、移

住労働者など脆弱階層を支援して社会的貢

献をする事件だ。事件については、事件当

事者の脆弱性に対する理解と社会的問題点

を紹介する講義を行い、訴訟資料を検討す

る。以後、受講生と法理と事件の争点など

について討論する。学生が書面の草案を作

成した後は、指導弁護士が講評講義および

添削指導を行い、学生は最終書面を作成し

て再提出する。地域社会法律構造クリニッ

クを含め、2022年度１学期におけるそれ

ぞれのクリニックの訴訟事件は上掲表の通

りである。

Ⅲ．公益法律センターの法律構造
活動

１．法律構造活動の概要
　公益法律センターの法律構造活動は、非

営利を原則として公共性と教育的目的に合

致する事件を受任する。法律相談依頼人は

法律的な助けを受けにくい脆弱階層であ

り、ソウル大学の構成員（学部生、大学院生、

職員）にも無料の法律相談を行う。公益事

件の受任のために社会的弱者の公益訴訟を

支援する団体と協力関係を維持している。

　公益法律センターの法律救助事件は臨床

法学授業（地域社会法律救助クリニック）

※クリニックの訴訟事件

リーガルクリニック 事件内容

地域社会法律構造クリニック１
- 移住漁船員死亡に対する損害賠償請求

- 移住女性職場の嫌がらせに対する損害賠償請求

地域社会法律構造クリニック２
- 金融監督院の公益申告者情報流出に対する国家賠償請求

- 女性障害者保険金返還請求訴訟控訴審事件

女性児童人権クリニック
- 強制追放海外養子縁組国家賠償事件

- 未成年性暴力被害者映像陳述証拠能力関連立法意見書

障害者人権クリニック - 障害者施設死亡国家賠償事件上訴

労働法クリニック - 放送従事者の労働問題事件

最高裁判所弁論クリニック - 定年保障型賃金ピーク制事件 上告審

人間尊厳性クリニック - 韓国戦争民間人虐殺犠牲者追悼事業関連報告書

国際取引法務クリニック
- 韓国企業が海外企業を買収した実際のM&A契約書

- 海外私募ファンドが韓国企業を売却した実際の事例
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とプロボノプログラムで学生が関与してい

る。学生が関与する事件は臨床法学授業と

プロボノ活動のどちらも、事件に対する事

前教育と検討、学生が主導的に関与する実

習、相談及び訴訟書面作成以後フィード

バックが行われる。

２．法律相談
　公益法律センターはソウル大学構成員

（学生、教職員）に対する無料法律相談を

行っており、これを定期的に広報している。

法律相談は民事と刑事分野の相談が多く、

学生と教職員が均等に申請しており、年間

約150件の相談を行う。学内相談だけでな

く、法律構造事業の公益性強化のために外

部公益機関と連携した法律相談も行ってい

る。公益法律センターでは、公益機関と連

携して移住女性、児童養護施設の保護が終

了した青年のための法律相談を行ってい

る。

※�2022. 1. 1. から 2022. 8. までの法律相

談現況（102件）
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2	 公益活動マッチングプラットフォームサイト http://probono.snu.ac.kr/prj/main/main_form.acl

３．法律救助訴訟
　公益法律センターの法律救助訴訟は、公

益目的と学生の教育目的を満たす事件を受

任している。事件の受任のために様々な公

益機関と協力していて、１年に２度定期懇

談会を開催して公益事件を受け付けてい

る。受け付けされた事件は公益法律セン

ターの訴訟事件審議委員会の審議を通じて

受任を決める。特に、ソウル大学が位置す

る地域の行政機関であるソウル市冠岳区と

協約を締結し、地域の脆弱階層に法律相談

を提供する「法律ホームドクター弁護士」

と継続的に協力して法的支援を受けられな

い低所得者に対し完全無償の法的サービス

を提供している。

Ⅳ．プロボノプログラム

１．プロボノプログラムの概要と種類
　プロボノ活動は単位が付与されない法律

奉仕活動で、公益法律センターは2019年

夏休みから毎年夏季休暇期間にいくつかの

プロボノプログラムを行っている。プロボ

ノプログラムはすべての学生が参加できる

が、ほとんどの１年生がプロボノ活動をし

ている。2021年からは学期中にも公益法

律センターの法律構造訴訟事件に関与する

「常時プロボノプログラム」活動ができる。

公益法律センターは「公益活動マッチング

プラットフォーム」サイトを作ってプロボ

ノプログラムを掲示して参加者を募集し、

プロボノ活動資料をアップロードするなど

して活用している2。

　公益法律センターのプロボノプログラム
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には３種類がある。まず、臨床法学の授業

と同様の方法で訴訟遂行プロボノがある。

2022年上半期には、障害者活動補助サー

ビス変更不許可処分行政事件、離婚上訴の

追完、親子関係存否確認の訴、結婚移住女

性の債務不存在確認の訴、パキスタン名誉

殺人関連難民事件上告審など５件の事件

に、プロボノ活動として26人の学生が参

加した。第二の種類は、公益主題に関する

研究活動である。 移住女性支援団体とと

もに2021年には「外国国籍家庭の家庭暴

力被害者の在留資格に関する海外法制検

討」、2022年度には「結婚移住女性に対す

る社会統合プログラムの差別的問題に関す

る比較法的検討」を実施した。上記事例の

ほかにも、学生たちは「知的障害者労働搾

取に関する研究」に参加したり、国連難民

高等弁務官事務所韓国代表部とともに韓国

難民判例に対する専門的調査を行った。 

第三は、市民に法律情報を提供する資料を

作成することだ。2020年には「未婚父・

母のための法律マニュアル」を作成して配

布した。2021年には保育施設などに居住

し保護が終了し、自立した青年たちのため

の「生活の中の法律問題Q&A」冊子を発

刊した。2022年にはこれを発展させ、教

育教材を作成し、学生たちが直接に教育を

実施した。

２．プロボノプログラムの事例
　夏休み期間のプロボノプログラムの内容

は、公益法律センターが企画して学生を募

集したり、学生が直接企画して活動する。

2022年公益法律センターが企画したプロ

ボノプログラムは、６つのプログラムに

36人の学生が参加した。

※2022年公益法律センター企画プロボノ

プログラム 活動内容

１
パワーハラスメント法律支援プ

ロボノ
パワーハラスメント相談事例分析及び法律相談

２ 地域社会法律構造プロボノ 地域社会脆弱階層訴訟遂行及び法律相談

３ 国内難民事件判例分析プロボノ 国内難民事件判例整理・分析、判例評釈草案作成

４
結婚移住女性差別問題研究プロ

ボノ

結婚移住女性に対する社会統合プログラムの差別的問

題に関する比較法的検討（オーストラリア、ニュージー

ランド、カナダなど）、報告書作成

５
障害者労働搾取人権侵害研究プ

ロボノ

塩田での知的障害のある労働者搾取事件関連、判決文

分析、行政・刑事・社会福祉・地域社会分野で関連法

令リサーチと分析を通じた法律的代替の模索

６
自立準備青年のための法律教育

教材作成プロボノ

保護終了後、自立準備中の若者のための法律教育教材

作成（４つのテーマで50分教材２つ）、児童保育施設

学生法律教育の４回実施など
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　学生が企画するプロボノでは、公益法律

センターが関連団体との連携を実現した

り、法律活動を諮問、指導をする。2022

年に学生が企画したプロボノプログラムは

５つで、28人の学生が参加した。

Ⅴ．公益進路開発

１．公益法務実習
　ソウル大学校法学専門大学院は、教育途

上にある将来の法曹人の社会的責任の実現

および実務能力の向上を目的に、2019年

から外部機関のエクスターンシップ活動で

ある「法務実習」に付与される必修１単位

を、一般法律事務所と弁護士法人ではなく、

公益活動をする機関でのエクスターンシッ

プを遂行する場合のみ付与している。公益

法律センターは毎年冬休み期間中、１年生

の学生全員（150人余り）を対象に「公益

法務実習」プログラムを運営する。公益法

務実習は、学生全員を対象とした事前教育

（Boot camp）と公益機関での実務実習（40

時間以上）で構成され、学生はそれぞれが

実施したプロジェクトについて発表し、そ

れを共有する報告会が行われる。

　2021年度公益法務実習の主なプロジェ

クトとしては、障害者人権公益機関の「無

縁故発達障害者の脱施設権利研究」、「障害

者虐待および差別事件法律支援」、女性人

権公益機関の「性暴力被害支援法律助力現

場研究」、 「海外居住移住女性家族関係登録

等制度利用状況調査」、「デジタル性犯罪関

連法・制度現況と改善課題」、「児童性搾取

関連法制度検討及び被害者法律支援の理

解」、法律構造機関の「コミュニティ法律

構造」、「法律構造関連公益的問題研究と相

談実習」などがある。その他公共機関で進

行するプロジェクトとハワイの環境団体で

あるBlue Planet Foundationの「環境にや

さしいエネルギー関連ハワイの立法運動」

の海外プロジェクトも進行している。

※2022年学生企画プロボノ

プログラム 活動内容

１
国家暴力被害者の国家賠償請求

案の研究

「兄弟福祉院」事件関連国家暴力被害者に対する国家

賠償請求案の研究

２ 仮想資産消費者被害と問題調査
仮想資産関連立法動向と変化分析、仮想資産発行プ

ラットフォーム関連現況調査

３
オンラインプラットフォーム消

費者問題への対応

OTTサービス規制スペースなどの研究・立法提言報告

書の作成

４
ウェブトゥーン市場不公正契約

問題対応

ウェブトゥーン不公正契約条項分析報告書作成、「ウェ

ブトゥーン連載契約の際に慎重に検討すべき条項」

カードニュース制作、配布

５
専門分野における高校現場実習

問題対応

インタビュー、文献調査を通じて「労働人権教育活性

化に関する法律案」など立法提案書と政策提案書作成
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２．公益的な進路に関する講演
　公益法律センターは、ソウル大学校法学

専門大学院の学生だけでなく、全国の法学

専門大学院の学生が参加できる公益進路講

演を年４回開催している。「公益テーブル」

という名前で、学生たちに伝統的な法曹職

域以外に新たな公益的分野を開拓している

法律家たちに会う機会を提供している。

2021年には国連難民機関、法務部人権局、

国家人権委員会、障害者人権センターなど

の弁護士、UN-OHCHR人権官が講演した。

３．フェロー弁護士＆公益ティーチングア
シスタント

　公益法律センターは、公益活動を専業と

する弁護士を養成するために、公益フェ

ロー弁護士制度を運営している。公益フェ

ロー弁護士制度は、法学専門大学院卒業生

が公益法務分野に進出し、公益専門弁護士

として活動できるよう教育し支援する。こ

のプログラムで選ばれた弁護士は、自分が

企画した公益法務活動を遂行することにな

り、これに必要な教育及び訓練機会を提供

される。現在、公益法律センターには４人

のフェロー弁護士がおり、それぞれ性暴力

被害者支援、プラットフォーム労働者研究、

障害者の人権、北朝鮮人権など様々な分野

で活動している。

　公益進路を希望する在学生のためには、

学期別に２人を公益ティーチングアシスタ

ントとして選抜し、公益法律センターで進

行する法律構造事件またはプログラムを補

助する業務を遂行するようにしている。こ

れを通じて、公益法律構造及びプロボノ活

動を近くで経験しながら、法曹人として公

益的な活動の見通しを形成していくことが

できると期待している。

Ⅵ．結語

　韓国の法学専門大学院の臨床法学教育は

全般的に活発だとは見られていない。韓国

は日本とは異なり、法学専門大学院制度を

導入しながら司法研修院を廃止し、予備試

験も存在しない。しかし、日本と法曹養成

制度が類似し、弁護士試験合格率の低下で

学生が試験準備に集中するため、臨床法学

教育の発展には困難がある。

　人間と社会に対する深い理解と正義を目

指す法曹人を養成しようとする法学専門大

学院の教育理念を実現するために社会に奉

仕し、社会的弱者の悩みを共感する機会を

提供する必要がある。ソウル大学校公益法

律センターの様々なクリニックと法律構造

及びプロボノ活動、公益進路開発プログラ

ムが日本の法科大学院の臨床法学教育に参

考になることを願う。
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